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は じ め に 

平成 23年３月 11日午後２時 46分、宮城県牡鹿半島の東南東約 130kmの三陸沖深さ約 24km

を震源とする「東北地方太平洋沖地震」が発生した。地震の規模を示すマグニチュードは

9.0で、大正 12(1923)年の「関東大震災」の 7.9や昭和８(1933)年の「昭和三陸地震津波」

の 8.4 を超える国内観測史上最大の地震となった。宮城県北部では震度７の最大震度を記

録し、岩手県から千葉県にかけての広範囲で震度６弱以上が観測された。 

この地震で生じた断層の長さは南北に約 500km、幅は 200kmと広範囲に達したと推定され、

青森県の三陸沿岸部から千葉県にかけての太平洋沿岸部には波高 10ｍ以上の巨大津波が襲

来して、甚大な被害をもたらした。岩手県の宮古市では最大遡上高が 40ｍと過去最高を記

録した。 

震災による死者・行方不明者は１万９千人に達し、明治 29（1896)年の「明治三陸地震津

波」の死者・行方不明者（約２万２千人）に匹敵する大惨事となり、その大半を津波で被

災した東北３県の沿岸部の犠牲者が占めた。さらに、地震と津波により福島第一原子力発

電所では爆発事故が起き、放射能が飛散して 10万人を超える被災者が屋内退避や警戒区域

外への避難を余儀なくされた。 

 

岩手県釜石市では人口約４万人のうち千人を越える市民が犠牲になった。このうち市北

部の沿岸部に位置する鵜住居地区においては、町の中心部に平成 22年２月１日に開所した

鉄筋２階建ての「釜石市鵜住居地区防災センター(以下『防災センター』と略す)」に多数

の周辺住民らが避難して被災した。津波は２階天井付近に達し、津波が引いた後、内部か

ら 34人の生存者が救出され、69人が遺体で収容された。同町内でより海岸線に近い場所に

位置する鵜住居小学校と釜石東中学校にいた児童・生徒約 600 人が高台に避難して津波の

難を逃れたこととは対照的な結果となった。 

市は同年８月９日に被災者の遺族らを対象に「鵜住居地区防災センターに関する説明会」

を実施し、防災センターに避難して犠牲になった可能性がある住民の数を「100人前後」と

推定した。しかし、生存者や犠牲者の遺族らからは「200人以上が防災センターに避難して

いた」との声が上がった。さらに、防災センターが避難訓練の際に使用されて、住民の間

に「津波の避難場所」との認識が広がっていた経緯から、「人災」との指摘も出された。 

その後、市は二度にわたり、遺族らを対象に説明会を実施した。遺族も平成 24年７月に

「鵜住居地区防災センターに関する被災者遺族の連絡会（以下『遺族連絡会』と略す）」を

発足させて、市側に説明を求めたが、遺族らにとって納得できる説明には至らなかった。 

このため遺族連絡会は平成 24 年 12 月、野田武則釜石市長に対し「第三者による検証委

員会」の設立を求め、市長がそれに応じる形で平成 25年４月に「釜石市鵜住居地区防災セ

ンターにおける東日本大震災津波被災調査委員会」を発足させた。 

 

平成 26年３月  
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第１章 調査委員会の概要 

１．設立目的 

「釜石市鵜住居地区防災センターにおける東日本大震災津波被災調査委員会（以下

『調査委員会』と略す）」は、「防災センター」という名称の市の施設でなぜ多数の地域

住民らが津波の犠牲になったのかという疑問を出発点とし、悲劇を二度と繰り返さない

ために原因や背景を多角的に調査・検討することを目的とする。 

調査委員会は、遺族連絡会が「第三者による検証委員会」の設立を求めたことに、野

田武則市長が応じる形で発足した。 

被災者遺族の方々の声を広く汲み上げること、また釜石市に行政対応に関する文書を

取り落とすことなく提供してもらうと共に市職員から忌憚のない意見聴取を行うため、

第三者のみではなく、「遺族連絡会会長」及び防災対応の市の実務責任者である「釜石

市危機管理監」の当事者２名を加えて構成することとした。 

報告書の内容は、忌憚のない討議を経た上での委員全員の合意事項の記載であり、公

正さは保たれている。 

また、鵜住居での被災をもたらした原因の究明と、今後の防災対応のあり方を検討す

ることが目的であることから、あえて検証委員会の名称は使わず、調査委員会として設

置したものである。 

 

２．委員名簿 

多方面からの検討を行うことを目的として、学識者、弁護士、報道記者、遺族、行政

の７名からなる調査委員を釜石市が委嘱した。 

 

表 1-1 調査委員会 委員名簿 

氏 名（※） 所 属・役 職 摘要 

齋藤 徳美 放送大学岩手学習センター所長（岩手大学名誉教授） 委員長 

瀧上  明 震災復興をめざす岩手はまゆり法律事務所 弁護士 副委員長 

松岡 勝実 岩手大学教授（社会科学系長 地域防災研究センター兼務）  

李  桂香 花北ひまわり基金法律事務所（現 あけぼの綜合法律事務所） 弁護士  

萩尾 信也 毎日新聞社 東京社会部 部長委員  

三浦 芳男 鵜住居地区防災センターに関する被災者遺族の連絡会 会長  

山崎 義勝 釜石市 危機管理監  

※敬称略、順不同 
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３．調査委員会の開催経過 

調査委員会は平成 25年４月に７名の委員で発足し、以下のような日程で計 23日、約

120時間にわたり調査・検討を重ねた。 

平成 24年 12月に遺族連絡会が野田市長に対し調査・検討項目として要望した事項を

基に、調査委員会が８つの事項（p.5参照）に整理して、調査と検討を加えた。 

平成 25 年８月 10 日に行われた慰霊祭の前に、中間報告書を取りまとめて発表した。

その後、報告内容の吟味と惨事を繰り返さないための津波防災対策等について意見交換

を行い、平成 26年３月に最終報告書を提出する運びとなった。 

 

１）設立準備会 

○日  時：平成 25年 4月 9日（火） 15：00 ～ 17：30 

○検討項目： 

 調査委員会の設置について 

 調査委員会の運営について 

 

２）第１回調査委員会 

○日  時：平成 25年 4月 23日（火） 15：00 ～ 17：30 

○検討項目： 

 調査委員会委員長と連絡会幹事との意見交換について 

 調査員会で検討すべき事項について 

 提出資料に関する説明について 

 関係者等面談者の調整について 

 

３）第２回調査委員会 

○日  時：平成 25年 5月 16日（木） 13：30 ～ 17：00 

○検討項目： 

 調査・検討事項に関する協議について 

 関係者等面談者の調整について 

 

４）面談調査及び協議 

○日  時：平成 25年 5月 28日（火）  9：30 ～ 16：30 

5月 29日（水）  9：30 ～ 16：30 

6月 11日（火）  8：45 ～ 17：30 

6月 17日（月） 10：30 ～ 17：00 

6月 25日（火） 10：00 ～ 12：00 

7月  2日（火） 10：00 ～ 19：30 

7月  3日（水）  9：00 ～ 18：00 
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7月  8日（月） 10：00 ～ 18：00 

7月 16日（火） 10：00 ～ 18：00 

7月 17日（水）  9：00 ～ 18：00 

7月 23日（火） 13：00 ～ 18：00 

 

５）第３回調査委員会 

○日  時：平成 25年 7月 29日（月） 10：00 ～ 17：00 

○検討項目： 

 中間報告書の内容について 

 

６）中間報告会 

○日  時：平成 25年 8月 2日（金） 13：00 ～ 15：00 

○検討項目： 

 中間報告書の提出 

 記者発表 

 

７）協議 

○日  時：平成 25年 8月 28日（水） 13：30 ～ 17：00 

10月 3日（木） 13：30 ～ 19：00 

10月 4日（金）  9：00 ～ 15：00 

 

８）第４回調査委員会 

○日  時：平成 25年 11月 20日（水） 10：30 ～ 17：00 

11月 21日（木）  9：00 ～ 15：00 

○検討項目： 

 最終報告書の構成について 

 

９）協議 

○日  時：平成 26年 1月 16日（木） 13：30 ～ 18：30 

1月 17日（金）  9：00 ～ 15：00 

 

10）最終報告会 

○日  時：平成 26年 3月 4日（火） 14：00 ～ 

○検討項目： 

 最終報告書の提出 

 記者発表 
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４．文書調査及び面談調査の概要 

１）文書調査 

釜石市の文書  約 200件 

岩手県の文書  約 ５件 

その他の文書  津波防災に関する専門書、国の機関のウェブ情報等 

 

２）面談調査 

面談調査対象者は以下のとおり。 

 

表 1-2 面談調査対象者一覧 

釜石市職員（以下 ９名） 

山崎義勝 
元市民環境部長 H19. 4.1～H20.3.31 

現危機管理監 H24. 4.1～ 

佐々木守 
元健康推進課長 H18. 4.1～H21.3.31 

元防災課長 H21. 4.1～H24.3.31 

赤崎公正 元消防防災課長補佐 H18. 4.1～H21.3.31 

猪又博史 現防災危機管理課防災係長 H22. 4.1～ 

藤井典身 元防災危機管理課防災係主査 H16. 4.1～H25.3.31 

大久保孝信 元鵜住居地区生活応援センター所長 H21. 4.1～H22.3.31 

千葉敬 元鵜住居地区生活応援センター所長 H22. 4.1～H23.6. 9 

臼澤渉 元健康推進課係長 H16.11.1～H23.6. 9 

菊池郁夫 元消防防災課長 H16. 4.1～H17.3.31 

岩手県職員（以下 １名） 

吉田健一 元岩手県総合防災室主査 H15. 4.1～H18.3.31 

釜石消防署員（以下 １名） 

岩﨑貴彦 元鵜住居出張所署員 H22. 4.1～H23.6.30 

釜石市消防団員（以下 ２名） 

第６分団第１部団員（１名） 

元第６分団本部部長（１名） 

鵜住居地区住民（以下 ７名） 

自主防災組織役員（２名） 

生存者（４名） 

地域住民（１名） 

その他地域住民への聞き取り 

遺族連絡会（８名）他 

 



 

第２章 調査委員会における調査・検討事項について 

釜石市鵜住居地区防災センターにおける東日本大震災津波被災調査委員会 報告書  5 

第２章 調査委員会における調査・検討事項 

１．避難者数、被災状況に関する事項 

防災センターへの避難者数の調査方法の内容、調査により推計された避難者数につい

ての調査・検討。 

 

２．防災センターの設置及び機能に関する事項 

設置及び名称決定の経緯、防災センターの機能、設置場所についての調査・検討。 

 

３．避難場所の住民への周知に関する事項 

防災センターの機能に関する住民への周知内容についての調査・検討。 

 

４．防災センターで実施された避難訓練に関する事項 

避難訓練が防災センターで実施されるに至った経緯、訓練実績についての調査・検討。 

 

５．「３.１１当日」の住民行動、避難誘導、情報伝達に関する事項 

東日本大震災当日の住民の行動、防災行政無線等情報伝達、防災センターでの避難誘

導についての調査・検討。 

 

６．釜石市の津波防災対応に関する事項 

釜石市の危機管理体制、市職員への危機管理意識の啓発、地域住民への津波防災意識

についての調査・検討。 

 

７．津波浸水予測図に関する事項 

津波浸水予測図の作成経緯と岩手県の説明、津波浸水予測図についての釜石市の理解

とその活用についての調査・検討。 

 

８．気象庁の大津波警報の発表に関する事項 

「津波の高さ３ｍ」という大津波警報の受け止め方についての調査・検討。 

 

 

特に、上記事項１～４は、遺族連絡会から調査・検討が要望されたものである（平成

24 年 12 月５日付け「2011 年３月 11 日 東日本大震災 鵜住居地区防災センターに関

する検証報告書」〔資料２参照〕による）。 
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第３章 調査・検討に係る文書及び事実経過等の整理 

１．文書調査で用いた主な文書目録 

本調査・検討作業において用いた主な引用・参考文書は以下のとおりである。 

 

・釜石市防災会議作成「釜石市地域防災計画（本編、震災対策編、資料編）」 

・釜石市作成「災害時における生活応援センターの活動体制（災害対策本部設置時）」 

・岩手県津波防災マップ（岩手県・沿岸 14市町村 H9.12） 

・岩手県津波避難対策検討委員会報告書（岩手県総務部総合防災室 H14.12） 

・津波避難計画策定指針（岩手県総務部総合防災室 H16.5） 

・岩手県津波浸水予測図（岩手県総務部総合防災室 H16.12） 

・防災課作成「H16～17年度津波ハザードマップ説明会」 

・防災課作成「H18～20年度防災講演会・学習会等実施一覧表」 

・H17.6内閣府作成「津波避難ビル等に係るガイドライン」 

・H17.12.27 付け作成者不明「第４回鵜住居地区行政施設整備に関わる協議結果について」 

・H18.1.10付け作成者不明「第５回鵜住居地区行政施設整備に関わる協議結果について」 

・H18.1.24付け総務企画部総合政策課作成「鵜住居地区行政施設整備」について 

・H18.2.13付け総務企画部広聴広報室広聴係長澤田由佳子作成「要望結果報告書」 

・H18.7.21付け作成者不明「第３回鵜住居地区行政施設整備に関わる庁内打ち合わせ会議」 

・H18.7.21付け作成者不明「鵜住居地区行政施設整備」検討資料 

・H19.5.9 付け健康福祉部健康推進課課付係長臼澤渉作成「鵜住居行政施設整備に関する庁内打

ち合わせ会議結果について（報告）」 

・H19.6.7 付け市民環境部消防防災課課長末永正志作成「地域防災拠点施設整備モデル事業の内

閣府への照会結果について（報告）」 

・H19.6.8 付け市民環境部消防防災課課長末永正志作成「モデル事業導入に係る県への事前説明

資料の送付について（伺い）」 

・H19.6.15 付け市民環境部長山崎義勝及び消防防災課長末永正志作成「地域防災拠点施設整備

モデル事業について」 

・H19.7.2 付け健康福祉部健康推進課課付係長臼澤渉作成「鵜住居行政施設整備に関する庁内打

ち合わせ会議結果について（報告）」 

・H19.7.17 付け市民環境部消防防災課長末永正志作成「鵜住居地区行政施設整備に関する住民

懇談会」報告書 

・H19.7.19 付け健康福祉部健康推進課課付係長臼澤渉作成「鵜住居行政施設整備に関する庁内

打ち合わせ会議結果について（報告）」 

・H19.10.12 付け健康福祉部健康推進課課付係長臼澤渉作成「鵜住居行政施設整備に関する庁

内打ち合わせ会議結果について（報告）」 

・H19.11.2 付け市民環境部消防防災課長末永正志作成「地域防災拠点施設整備モデル事業に関

する県の意向について（報告）」 

・H19.11.6 付け市民環境部消防防災課課長補佐赤崎公正作成「地域防災拠点施設整備事業導入

取り下げに係る経緯の報告について（伺い）」 
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・H19.11.6 付け市民環境部部長山崎義勝作成「地域防災拠点施設整備モデル事業の導入取り下

げについて」 

・H20.1.15 付け市民環境部消防防災課課長補佐赤崎公正作成「鵜住居行政施設にかかる第５回

協議結果について（報告）」 

・釜石市津波浸水予測図（釜石市 H20.2） 

・広報かまいし H21.2.15 

・H21.4.1付け釜石市立鵜住居公民館作成「うのとり 第 188 号」 

・H21.9付け釜石市立鵜住居公民館作成「うのとり 第 193号 号外」 

・かまいし生活便利帳 H21.12 

・釜石市鵜住居地区防災センター条例（H22.2.1施行） 

・広報かまいし H22.2.1 

・H22.2付け釜石市立鵜住居公民館作成「うのとり 第 198号」 

・H22.3.2付け庁内メール「チリ地震津波への対応に関する課題等について」 

・H22.3付け釜石市立鵜住居公民館作成「うのとり 第 199号」 

・H23.2.17付け防災係長猪又博史作成「平成 22年度釜石市津波避難訓練における職員の初動体

制対応訓練の実施について（伺い）」「災害時における生活応援センターの活動体制（災害対策

本部設置時）」 

・H23.2.25付け鵜住居町上町内会自主防災会作成「平成 23 年３月３日（木）避難訓練（Ｃブロ

ックの取り組み）」 

・H23.3.4付け防災係長猪又博史作成「平成 22年度釜石市津波避難訓練の実施結果について」 

・H23.8.9付け釜石市作成「鵜住居防災センターに関する説明会」 

・H23.8.10 付け市民生活部防災課防災係主事菊池広昭作成「鵜住居地区防災センターに関する

説明会の開催結果について（報告）」 

・H23.12.5付け釜石市作成「鵜住居地区防災センター生存者の聞取概要」（市が生存者への聞き

取り調査を行った結果の概要） 

・気象庁ホームページ「東北地方太平洋沖地震」（H23） 

・平成 23年３月 地震・火山月報（防災編） 津波警報等の発表状況の推移 

・東日本大震災津波詳細地図上巻（古今書院 H23 原口 強・岩松 暉） 

・H24.1.10 付け市民生活部長山崎義勝作成「鵜住居地区防災センター生存者からの聞取り調査

の結果について（報告）」 

・H24.1.13 付け市民生活部防災課防災係長猪又博史作成「第２回鵜住居地区防災センターに関

する説明会の開催結果について（報告）」 

・H24.4.20 付け危機管理監防災危機管理課防災係長猪又博史作成「第３回鵜住居地区防災セン

ターに関する説明会開催結果について（報告）」 

・H24.7.30付け釜石市作成「鵜住居地区防災センター被災者名簿」 

・H25.7.2付け生涯学習スポーツ課作成「まちづくり出前講座実施状況（防災関連講座）」 

・H24.12.5付け遺族連絡会作成「釜石市鵜住居地区防災センターに関する要望書」 

・H24.12.5付け遺族連絡会作成「釜石市鵜住居地区防災センターに関する検証報告書」 
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２．防災センターの概要 

１）位置 

防災センターは図 3-1に示すとおり、鵜住居地区の中心部となる以下の住所に位置し

ている。 

 

住所：釜石市鵜住居町第 15地割 17番地７ 

（標高：4.3ｍ、最寄りの海岸線までの距離：約 1.2km） 

 

 

図 3-1 位置図 

 

２）施設概要 

①設置目的 

釜石市鵜住居地区防災センター条例（平成 22年２月１日施行、資料 16参照）第１条

では、「市民の防災に関する知識の普及及び市民の防災意識の高揚を図るとともに、災

害発生時における災害対策拠点とする」とされ、防災センターの開所式で配布された資

料では、「鵜住居・栗橋地域の消防救急・防災機能の充実と保健福祉・行政窓口サービ

スの向上、生涯学習提供機会の増進を目的として、釜石消防署鵜住居出張所、釜石市鵜

住居地区生活応援センター、釜石市消防団第６分団第１部消防屯所を合築し、災害時に

は避難者の収容機能を兼ね備えた地域の防災拠点を確保し、災害に強いまちづくりを進

めるもの」と位置付けられている。 

 

②建物概要 

 設置・運営主体：釜石市 

 開 所 年 月 日：平成 22年２月１日 

防災センター 

常楽寺裏山 

鵜住神社境内 

根浜富王姫神社境内 

鵜住居小学校 

釜石東中学校 

 ● 市指定津波避難場所 
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 敷 地 面 積：1,716.50 ㎡ 

 構 造 ・ 規 模：鉄筋コンクリート造２階建 

 延 べ 床 面 積：1,612.12 ㎡（１階：893.11 ㎡、２階：728.01 ㎡） 

 

③施設の内容 

１階 消防署鵜住居出張所：事務室、待機室兼食堂、仮眠室、浴室、救急消毒室、車庫 

   消防団第６分団第１部屯所：待機室、車庫、防災備蓄倉庫 

   鵜住居地区生活応援センター：事務室、個別相談室、管理人室 

２階 鵜住居地区防災センター：避難室、第１研修室（和室）、第２研修室、調理室、 

活動支援室、防災備蓄倉庫 

消防団第６分団本部：分団本部室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

–– 

 

 

 

 

 

 

 

 鵜住居地区生活応援センター  消防署鵜住居出張所 
    

 消防団第６分団第１部屯所  鵜住居地区防災センター 

図 3-2 施設平面図 

（出典：釜石市鵜住居地区防災センター開所式資料）  

生活応援センター、消防署

出張所、消防団屯所は壁で

仕切られ室内からの往来は

できない。 
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④建物の被災状況 

・２階の屋上近くまで津波が到達 

・全壊 

 

 
写真 3-1 被災後の防災センター 

２階廊下及び外階段から１階の屋上には上がれるが、２階の屋上へ

は階段はなくハシゴのみとなり、通常２階屋上へは上がれないよう

になっている。 

  

２階屋上 

１階屋上 

ハシゴ 

外階段 

２階屋上 

ハシゴ 

１階屋上 
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３．調査・検討で整理した地域特性と事実経過 

１）鵜住居地区の地域特性 

釜石市域の北部で大槌湾に注ぐ鵜住居川の河口部にあたり、名前のとおりかつては海

鳥が集まる湿地帯であった。 

明治 22 年２月、地方自治制の実施により町村分合が行われ、両石、箱崎、片岸、鵜

住居の４ヶ村が合併して鵜住居村となり、栗林、橋野の両村が合併して栗橋村となった。

また、昭和 30年２月 13日には釜石市、甲子村、鵜住居村、栗橋村、唐丹村の１市４ヶ

村が合併して現在の釜石市となった。 

今日、一般に鵜住居地区と呼ばれる範囲は、明治 22 年以前の鵜住居村の範囲を示す

場合が多い。 

本地区は津波の常襲地帯であり、明治三陸地震津波では 174人（明治 29年７月 10日

調べ・岩手県海嘯被害戸数及人口調表より）の犠牲者を出している。 

また、昭和８年の昭和三陸地震津波では、隣の両石地区の被害が大きかったことから

高台に住宅地が造成されたものの、その後の宅地の不足と生活の利便性から低地部に宅

地が広がったとされている。 

特に、昭和 14年９月 17日に国鉄山田線が全線開通し鵜住居駅ができたこと、さらに

昭和 44年２月 14日に国道 45号鳥谷坂トンネルが開通したことにより、国道 45号と山

田線の間の低地部に宅地が増えるようになった。 

なお、昭和 35 年のチリ地震津波以降は高さ 6.4ｍの防潮堤整備も進められたが、鵜

住居川河口に水門が整備されることはなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-3 大正５年（左）と平成 14年（右）の鵜住居地区の様子 

（出典：日本図誌大系 北海道・東北Ⅱ（朝倉書店 1980年）） 
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２）防災センターに関する事実経過の整理 

防災センター設置に関する事実経過及び避難訓練に関する事実経過について以下に

整理した。 

 

表 3-1(1) 震災以前の事実経過 

年月日 事実経過 

M29.6.15 明治三陸地震津波 

S8.3.3 昭和三陸地震津波 

S35.5.23 チリ地震津波 

H7.1.17 阪神・淡路大震災 

 
阪神・淡路大震災の発生を受け、釜石市が各地域において自主防災組織を立ち

上げるなど防災への取り組みを始める 

H7.5 鵜住居町仲町町内会自主防災組織結成 

H9.12 釜石市津波防災マップ（浸水実績図）を岩手県と釜石市が公表 

H16.12 岩手県が岩手県津波浸水予測図（シミュレーションマップ）を公表 

H17.9 鵜住居・栗橋議員連盟から鵜住居地区における消防分署設置の陳情 

H17.10  鵜栗地区住民連絡協議会から消防分署設置の要望 

H18.1.24 釜石市定例庁議 鵜住居地区の行政施設合築及び消防機能整備を確認 

H19.1 釜石市健康推進課が鵜住居行政施設整備事業予算要求 

H19.4.1 鵜住居他５地区に地域生活応援センター設置 

H20.2.15 釜石市が釜石市津波浸水予測図（シミュレーションマップ）を公表・配布 

H20.3.27 鵜住居地区行政施設整備に係る説明会 

H20.10 防災センター工事着工 

H21.6 鵜住居町上町内会自主防災組織結成 

H21.12 釜石市防災検討委員会開催（生活応援センターの防災マニュアル策定） 

H22.2.1 防災センター開所 

H22.2.29 チリ地震発生 防災センターに 34人が避難 

H22.5.23 釜石市津波避難訓練 防災センターに 68人が訓練参加 

H22.8.8 自主防災会防災訓練 防災センターに 130人が訓練参加 

H23.3.3 釜石市津波避難訓練 防災センターに 101人が訓練参加 

H23.3.9 三陸沖の地震発生 防災センターに４人が避難 

H23.3.11 東日本大震災 
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表 3-1(2) 震災以降の事実経過 

年月日 事実経過 

H23. 8. 9 第１回鵜住居地区防災センターに関する説明会 

H23.12.26 第２回鵜住居地区防災センターに関する説明会 

H24. 3. 9 遺族連絡会設立 

H24. 3.29 第３回鵜住居地区防災センターに関する説明会 

H24.12. 5 遺族連絡会による検証報告書及び要望書を市長に提出 

H25. 4. 1 調査委員会発足 

H25. 8. 2 調査委員会による中間報告書を市長に提出 

H25.12. 2 鵜住居地区防災センター解体開始 

H26. 3. 4 調査委員会による最終報告書を市長に提出 

 

 

 

 

 

 

 

避難場所・避難所等の呼称について 

 

１．津波避難場所 

津波注意報、津波警報が発表されたときに一次的に避難する高台などで、一次

避難場所、緊急避難場所とも呼ばれる。 

 

２．拠点避難所 

大規模な災害が発生し、市が地域に「避難勧告」や「避難指示」を発令したと

きに、災害内容（規模・地域など）に応じて開設する中・長期の避難生活を前提

とした避難所。 
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第４章 調査委員会での調査・検討結果 

１．避難者数、被災状況に関する事項 

「釜石市鵜住居地区防災センターに関する検証報告書」（資料２、平成 24 年 12 月５

日付け遺族連絡会作成、以下「検証報告書」と略す）で言及されている防災センターの

避難者数の調査方法について調査・検討した。 

本項において、防災センターに避難し犠牲となった方々は、正に「犠牲者」と記すべ

き方々であるが、用語の混乱を防ぐため、あえて「遺体収容がなされた方」という表記、

遺体収容がなされていない方については「行方不明の方」という表記とした。 

なお、「被災者」という用語については、特に防災センターに避難した者を指す場合

と東日本大震災での被災者全体を指す場合がある。 

 

１）具体的作業に至る経緯 

釜石市の被災者遺族に対する「鵜住居地区防災センターに関する説明会」（以下「説

明会」と略す）は、下記日程で計３回行われた。 

 

回 数 開    催    日 参加者 

第１回  平成 23年 8月 9日（火）18：30 ～ 65名 

第２回  平成 23年 12月 26日（月）18：30 ～ 47名 

第３回  平成 24年 3月 29日（木）18：30 ～ 38名 

 

説明会で市が行った防災センターの避難者数についての説明は、以下のとおりであっ

た。 

 

【第１回説明会】 

避難者について、「約 100 人前後と推定しております。防災センター内で発見さ

れた遺体は 63 人、鵜住居幼稚園付近では５人が発見されております。また、生存

者は 26人という状況でした」と説明した。 

→避難者数について、防災センターでの遺体収容の人数及び生存者の人数に言及し

ただけであった。 

 

【第２回説明会】 

情報収集の結果として、「２階ホールには 100人以上はいたと思う」「確定はでき

ないが 200人程度はいたと思う」などの情報が寄せられたことを報告した。 

その上で、「避難者数が 100 人以上であることは推定できるが、それ以上の避難

者数の確定は困難な状況にあります」と説明した。 
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→避難者数が 100人以上と推定し得ることに触れつつも、確定困難であるとの見解

を示した。 

 

【第３回説明会】 

「避難者数は 100人以上であることは推定できるが、防災センター外へ流された

方も多数おり、防災センターへの避難者数の確定は困難な状況にある」と説明した。 

→確定できない避難者数について推計等を試みなかった。 

 

避難状況については、「津波の犠牲になった方の中で、津波一次避難場所である

常楽寺に一度避難しながらも安否確認のため街中に下がった方、津波一次避難場所

が常楽寺であることを家族で普段から確認し合っていた方、家族の安全確保のため

に防災センター付近に行った方がおり、津波来襲によって切迫した状況の中で防災

センターに避難した方々もいた」と説明した。 

→避難者には個別の避難状況が存在することを指摘した。 

 

このような市の説明に対して、防災センターでの避難生存者や遺族からは、避難者数

は 200人を超えるのではないかとの指摘がなされ、遺族の認識と市の説明には大きな隔

たりがあった。 

そこで遺族は、事務局を釜石市防災危機管理課とする遺族連絡会を設立し、防災セン

ターに避難した者の総数を確認すべく、具体的な作業を進めることとした。 

 

２）名簿整理作業の内容 

①被災者名簿から抽出作業 

市全体の被災者名簿（死者及び行方不明者名簿）から防災センター周辺地域に居住し

ていた遺体収容がなされた方及び行方不明の方を抽出するなどした。 

「防災センター周辺地域」とは、「鵜住居 12 地割乃至同 17 地割、同 24 地割及び同

28地割」である（p.16・図 4-1 防災センター周辺状況図参照）。 

この地域は、防災センターの正に周辺にある「鵜住居 13地割から同 16地割」に、「鵜

住居 12地割、同 17地割、同 24地割、同 28地割」を加えたものである。「鵜住居 12地

割、同 17 地割、同 24 地割、同 28 地割」は、防災センターとは若干の距離があるもの

の、この地域に居住していた方の中にも遺体収容がなされた方が存在していた。そうだ

とすれば、この地域に居住していた方でも防災センターに避難した可能性が高いと考え

られることから、名簿整理の対象地域とした。 
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遺族連絡会調べ 

図 4-1 防災センター周辺状況図  

（Ｃ）2013 ＺＥＮＲＩＮ Ｃｏ．，ＬＴＤ（Ｚ13ＡＩ第 160号） 
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その結果、遺族連絡会と市との共同作業により一定の名簿が完成した（p.16・図 4-1 

防災センター周辺状況図の色付けされた箇所に相当する。ただし、色付けは世帯毎とな

る）。 

この名簿を検討すると、以下のように分類できる。 

・防災センター内及びその周辺で遺体収容がなされ身元が確認された方 

・防災センター周辺に居住していた方で遺体収容がなされ身元が確認された方 

・防災センター周辺に居住していた方で行方不明の方 

・個別の事情から防災センターに避難したことが確認、もしくは推測できる方 

 

②名簿の整理作業 

名簿をもとに、防災センターの避難生存者からの情報、鵜住居地区に居住する市職員

からの情報、被災者遺族の連絡会からの情報を収集した。具体的には、作成した名簿を

避難生存者、遺族、鵜住居地区に居住する市職員に郵便等で送付し、情報を求めた。そ

して、寄せられた個別の情報から「防災センターに避難していない」ことが確認された

住民について、名簿から除いた。 

このように、「一定の範囲における被災者を想定し、情報収集の結果、個別の具体的

事情によって確実に防災センターに避難していないと断定できる人を除く方法で防災

センターの避難者数を推計する」という手法を採用したのは、防災センターへの避難者

について「誰ひとり確認漏れがないように」するためであった。 

その後も、情報が寄せられるたびに「防災センターに避難していない」ことが確認さ

れた方について名簿の整理作業が行われ、現在、なお情報収集が継続されている。 

この名簿の整理結果から、平成 24 年 12 月５日現在、避難者数 248 名（生存者 34 名

を含む）とする防災センター避難者名簿が作成された。その後も遺族からの情報提供等

により名簿の整理作業が進み、平成 26 年１月 17 日現在、避難者数は 241 名（生存者

34名を含む）と推計されている。 

 

③検証報告書（資料２参照）にある「区別の内容」について 

名簿の整理作業の内容について、共同で作業に従事した遺族連絡会と市の担当者から

聞き取り、検討した結果、「区別の内容」は、具体的には以下のとおりである。 
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検証報告書「区分の内容」 

区別（１） 

防災センターに避難し防災センター内で

身元が確認された犠牲者 

・防災センター内で遺体収容がなされ、

身元が確認された方 

区別（２） 

防災センターに避難し防災センター周辺

で身元が確認された犠牲者 

・防災センター近辺で遺体収容がなさ

れ、身元が確認された方 

・防災センター近辺ではないところで遺

体収容がなされたが、避難生存者の証

言等から防災センターへ避難したこ

とが確認できた方 

区別（３） 

防災センターに避難したと思われるが行

方が確認されていない人 

・釜石市被災者名簿の中から抽出された

防災センター周辺地域に居住してい

た居住者のうち、行方不明の方 

・遺族からの情報や客観的状況（一緒に

避難した家族が犠牲となっている場

合等）から、防災センターに避難した

ものの行方不明の方 

区別（４） 

防災センターに避難した可能性があると

思われる犠牲者 

・防災センターへ避難したという具体的

情報はないが、釜石市被災者名簿の中

から抽出された、防災センター周辺地

域に居住していた居住者のうち遺体

収容がなされた方 

区別（５） 

防災センターに避難し生存が確認されて

いる人 

・生存者（勤務中の消防職員４名、勤務

中の市職員１名を含む） 

 

３）調査方法（作業内容）及び避難者数の検討と課題 

①名簿整理作業内容について 

津波災害の場合、遺体が広範囲に流出してしまうなどの事情から、被災者毎に被災状

況を特定することは非常に困難である。また、津波来襲時における目撃情報は一般的に

乏しくなりがちであり、具体的かつ正確な情報の収集は困難を極める。実際、平成 24

年 12 月８日から市が実施した「鵜住居地区防災センター生存者聞取内容」や、調査委

員会が実施した面談調査においても、面談対象者の避難経路、避難行動にでた時間帯等

の違いにより、各証言は一致していなかった。例えば、「200 人じゃきかないくらいい

たと思います」という発言がある反面、「100 人 200 人という（言う）方もいますけれ

どそんなにいたようには…そのときは感じていない…」という発言もあり、生存者の証
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言により防災センターの避難者数について、正確な数を導き出すのは困難であった。結

局、避難者数を確定できる情報は得られていない状況にある。 

これらの事情からすれば、防災センター周辺地域という一定の範囲における被災者の

中から、個別の事情により防災センターに避難していないと断定できる方のみを除き、

「防災センターに避難した『可能性のある方』」を含めて避難者数を推計するという手

法には一定の合理性がある。 

ただし、実際に防災センター周辺地域外に居住していた方でも防災センターに避難し

犠牲となった事実を考えると、「推定避難者数 248名」は防災センター避難者数として、

あくまでも推計にとどまる点に留意する必要がある。 

今後も継続される名簿の整理作業や情報収集においては、推定はあくまで推定にとど

まることを踏まえ、寄せられる具体的情報を適切に収集し、検討する必要がある。 

 

②避難者数について 

平成 24年 12月５日、遺族連絡会が市に対し検証報告書を提出し、防災センターの避

難者数が 248名と推計された結果が出された後、同年 12月 20日、市は釜石市議会定例

会において、防災センターの避難者数について、「防災センター内で遺体が収容された

犠牲者 69 名、防災センター周辺で遺体が収容され、家族と一緒に防災センターに避難

したなどの情報のある犠牲者 27 名、遺体が収容されていない行方不明の方で、家族と

一緒に防災センターに避難したなどの情報のある方 33 名、計 129 名と推計し、生存者

34名をあわせ、163名の方が防災センターに避難したものと推計している」と説明した。 

情報のない 85名（区別（４）「防災センターに避難した可能性があると思われる犠牲

者」のことを指す）については、「避難状況に関する情報がない方や、あるいは自宅に

いたのではないかという情報の方も含まれているので、更なる確認作業を進めたい」と

説明した。 

このように市の説明は、市が事務局として関与している遺族連絡会の「避難者数 248

名」という見解とは一致していない。 

しかし、調査委員会としては、「避難者数 248 名（平成 26 年１月 17 日現在、避難者

数は 241 名）」という推計値は、防災センター避難者の情報を最も持っているであろう

遺族連絡会と防災センターでの被災結果について責任を問われる立場にある市が共同

して作業したものであり、尊重すべき推計値であると考える。 
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③今後の課題 

検証報告書の「区別の内容」について、特に区別（３）と区別（４）は、個別の情報

によって防災センターに避難したと推測される具体的事情の有無やその事情の内容に

差がある。具体的事情があり、防災センターに避難したと、より確実に推測できる行方

不明の方については、別途、区別の枠組みを設けることなどの検討が必要であろう。 

また、そもそも「区別の内容」については、特に区別（３）と区別（４）は、遺体が収

容されたか否かで区別しているものの、厳密には遺体が収容されているか否かではなく、

個別の具体的事情から防災センターに避難したことが推測できるか否か、その推測の程度

によって区別すべきと考える。 

市は、防災センターで多くの犠牲者が出た事実を受け止め、このような出来事を繰り

返さないよう、また、防災センターでの出来事を風化させないために、避難者数、被災

状況について、これからも継続して調査すべき責任がある。 
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２．防災センターの設置及び機能に関する事項 

１）設置及び名称決定の経緯 

H17.9 鵜住居・栗橋議員連盟から当時の市長に対し、鵜住居地区における消防分

署設置の陳情あり。 

H17.10 鵜栗地区住民連絡協議会から当時の市長に対し、鵜住居消防分署設置の要

望あり。 

H17頃 当時の市長が市職員に、行政施設の合築と消防分署の併設をする方向で検

討するよう指示する。 

H17.11.28 

～  
H18.1.10 

５回にわたり、市が鵜住居地区行政施設（当時の市役所内での防災センタ

ーの呼称）の整備に関わる庁内協議を開く。 

H18.1.24 市定例庁議において、鵜住居地区の老朽化し分散している関連行政施設（市

役所出張所・生活改善センター・公民館・消防屯所）を合築により新築し地

域生活応援システムの拠点とすること、及び、消防機能整備により栗橋・鵜

住居地区の消防及び救急医療体制の充実を図ること（具体的には釜石消防署

鵜住居出張所の併設）を確認する。 

＜この時期は、新しいセンターの機能として上記２点が設定されており、災

害対策拠点とは位置付けられていなかった。＞ 

H18.2 鵜住居地区住民連絡協議会から当時の市長に対し、最小の経費で多機能を

具備した複合施設（具体的には生活応援センター）の早期整備の要望あり。 

H19.1 健康推進課が、鵜住居行政施設整備事業を予算要求。 

H19.5 市が新しいセンターの建設財源を模索していた中で、防災施設建設名目の

起債という方策が浮上する。 

＜背景には、市の財政状況がある。市の財政が逼迫しており、建設財源の多

くを起債に頼らざるを得なかった。防災施設建設名目であれば起債を行うこ

と自体が比較的容易となり、起債の充当率（建設費用の中に市債が占める割

合）を上げることができるので、建設財源を確保しやすくなると考えられた。 

また、防災施設建設という起債の名目に合致させるため、新しいセンターの

名称を「防災センター」とすることが検討され始める。 

その結果、釜石市鵜住居地区防災センター条例（H22.2.1 施行）において、

「釜石市鵜住居地区防災センター」という名称が正式に決定される。＞ 
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H19.6 防災センターの建設財源確保のため、国の補助金（地域防災拠点整備モデ

ル事業補助金）を利用することが検討され始める。 

＜市は県総合防災室長から、この事業を使用して整備できる建物は津波避難

ビルのような建物であるとの示唆を得た。そこで市は県への説明資料等にお

いて、「近年予想されている宮城県沖地震においては、当市は津波浸水区域と

して特別措置法の指定地域となっているが、この地区では、鵜住居小学校・

釜石東中学校は災害時の避難者収容施設であるものの、根浜海岸に極めて近

く、鵜住居川のすぐ南側に位置するなど、津波襲来時には海と河川から津波

に襲われ津波浸水区域となる可能性が極めて高いため、津波避難施設に指定

されておらず、津波避難者の収容施設が必要な状況となっている」、「当該地

域は、津波や洪水に対して脆弱な地域になっており、被災者が避難場所とし

て活用できる中・高層建築物がない上に、津波避難ビルのような津波避難施

設や津波避難者収容施設等を設置するなど、地域防災拠点施設を整備する必

要性が極めて高い地域である」などと説明した。 

ただし、調査委員会に開示された市の公文書では、このように当該地域の

津波浸水可能性を強調した記載は他に見当たらず、市が当該地域における津

波発生時の一次避難場所の必要性をどの程度認識していたかは断定困難であ

る。＞ 

H19.11 上記モデル事業は申請できないことが判明する。 

＜原則として防災施設と一般行政施設との合築は認められないこと、県の津

波シミュレーションの浸水予測区域外では津波避難ビルを建設することがで

きないことが明らかとなった。防災センターの位置は浸水予測区域外であっ

た。 

この後、市は市単独事業として防災センター建設を目指すこととなる。そ

して、建設財源として市の一般財源及び防災施設建設名目起債を用いること

を前提に、防災センターの仕様が決定されてゆく。例えば、防災施設である

という建前から、２階大ホールを「避難室」と名付け災害発生時の避難者収

容施設とすること、小部屋を「研修室」と名付け防災教育・避難訓練に利用

する場所とすることなどが決定された。一方、市単独事業であることから予

算上の制約もあり、屋上への避難階段等を設置することはされなかった。＞ 

H20.10 防災センター工事着工 

＜地面から重油がしみ出すアクシデントのため工事が一時中断した。本格的

な工事開始は H21.4頃からであった。＞ 
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H22.2.1 防災センター開所 

＜同日施行の釜石市鵜住居地区防災センター条例第１条に「災害発生時にお

ける災害対策拠点とする」と明記されているとおり、防災センターは明確に

災害対策拠点としての位置付けがされることとなった。 

生活応援センターのマニュアルには業務内容として、災害発生時における

「被災情報収集・伝達」、（市の災害対策）「本部との情報伝達」、「地域住民へ

の情報提供や被害応急・復旧対応」、「避難者受け入れ（センター内）」、「地域

自治組織、消防団等と連携した災害応急対策の実施」と定められている。＞ 

 

（検討結果） 

以上のとおり、防災センターは地域の要望に基づいて老朽化した行政施設を合築整備

し消防署出張所を併設する目的から設置が決まったが、建設財源確保のため防災施設へ

と趣旨が変化し、「防災センター」と名付けられた上、地域の災害対策拠点として位置

付けられるようになった。 
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２）防災センターの機能 

平成 23年８月から平成 24年３月にかけて、市から地域住民への説明会が３回開催さ

れた。これらの説明会において市は、津波災害では防災センターは中・長期的な避難所

であったにすぎず、一次避難場所ではなかった旨の説明を繰り返した。しかし、多くの

地域住民にとってこの説明は困惑するものであった。そのため、防災センターは実際に

はどのような機能を有していたのか検討することが求められた。以下、調査委員会の調

査において明らかとなった事実を述べる。 

まず、調査委員会が市の防災計画を調査したところ、防災センターは津波災害の一次

避難場所には指定されていないが、（津波災害を含む災害時の）拠点避難所に指定され

ているという市の説明のとおりであった（防災計画上は拠点避難所の欄に「鵜住居生活

改善センター」と表記されているが、建て替え後の防災センターに機能が引き継がれて

いたと考えられる。一般に市の公共施設は災害時の避難所に指定されることが通常であ

る）。 

次に、防災センターが津波災害の一次避難場所の指定を受けていなかった理由を調査

した。 

海に近い場所の建物を津波災害の一次避難場所に指定する場合、津波避難ビル等の高

層建築物を指定することが一般的である。前述のとおり、防災センターについても、津

波避難ビルとして建設することが検討されていた時期がある。もっとも、津波避難ビル

は、国のガイドラインに基づいた市の基準によれば、３階建て以上でなければならない

等の条件がある。防災センターは市の財政上の制約から２階建てとなったため、津波避

難ビルの指定はなされなかった。 

また、この点に関する調査委員会の市職員の面談調査においては、防災センターの設

置場所は過去の津波（明治 29年 明治三陸地震津波）の浸水地域であり、大津波の際に

浸水の危惧があるため、津波災害の一次避難場所に指定できなかった旨の証言が得られ

ている。ただし、明確な根拠に基づいて津波の高さが予想されていたわけではなかった。 

以上のように防災センターは、津波の際に浸水の危惧があり津波災害の一次避難場所

には指定されていなかったが、（津波災害を含む災害時の）拠点避難所であり、洪水・

土砂災害の一次避難場所でもあるという、地域住民にとって分かりづらいと思われる機

能設定がなされていた。さらには、詳細は次項（p.25・３）設置場所）に譲るが、こう

した機能設定について市から住民への周知を欠いていた。 

 

（検討結果） 

防災センターは津波災害の一次避難場所ではないが、拠点避難所であるという分かり

づらい機能設定がされていた。この点について住民への周知を欠いていたことが本件の

被害を大きくしたと考えられる。 
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３）設置場所 

防災センターの設置場所は、海岸線から約 1.2㎞程度、鵜住居川から約 200ｍ程度し

か離れていない。そうした事情から、なぜこのような場所に防災センターが建設された

のか、その経緯を明らかにすることが求められた。以下、調査委員会の調査において明

らかとなった事実を述べる。 

前述のとおり、防災センターは、旧釜石市役所鵜住居出張所・旧消防屯所・旧鵜住居

生活改善センター・旧鵜住居公民館が老朽化していたため、これらを取り壊して建て替

え、一つの新しい建物とすることから建設計画が始まった。他方、これら旧施設の隣地

には市の駐車場のほか、当時利用されていなかった水野医院の建物があった。そこで、

水野医院の跡地を市が取得すれば建設が容易であると考えられた。さらに、この場所は

鵜住居地区市街地の中心部に位置しており、市役所出張所等を設置することは市民の利

便性の点からも望ましいと考えられた。これらの事情により、防災センターの設置場所

を決定する際、従前と離れた場所に移転することは市内部では検討されず、水野医院跡

地に建設することで計画が進められた。 

しかしながら、防災センターを水野医院跡地に設置することに関して、地域住民の中

には津波襲来のおそれについての危惧が存在していた。 

例えば、平成 19年７月 13日開催の鵜住居地区住民懇談会において、地域住民より「明

治・昭和の地震・津波ではこの場所は浸水しており、津波が心配されるが大丈夫か？」

との質問があった。これに対し当時の消防防災課長は、「平成 16年に県が地震・津波災

害によるシミュレーションを実施し、条件として想定しているのは、明治 29 年、昭和

８年の三陸地震津波、それと宮城県沖連動地震による津波で、津波防災施設の効果があ

る場合とない場合を考えて津波浸水想定区域を割り出した結果、当地域は浸水しないと

想定された。また、現状は明治 29 年、昭和８年とも異なっている。完全に大丈夫とい

うことは言えないが、この想定により一応大丈夫との判断から当該地区に建設を予定し

ている」（平成 19 年７月 17 日付け市民環境部消防防災課長末永正志作成「鵜住居地区

行政施設整備に関する住民懇談会」報告書、資料 11参照）と回答した。 

なお、この懇談会の時期には、市内部で新しいセンターの名称を「防災センター」と

する案が検討され始めており、新しいセンターが災害対策拠点として位置付けられ始め

ていたと推測される。しかし、この懇談会における住民発言の後も、市内部では防災セ

ンターの設置場所を水野医院跡地とせず高所に移転するといった議論は行われなかっ

た。 

 

（検討結果） 

防災センターの設置場所は建設の容易さや利便性から決定された。過去の津波浸水区

域であったことから津波災害の際に浸水の危惧はあったものの、県の津波シミュレーシ

ョンの浸水想定区域外であったことから、建設場所を再考するには至らなかった。 
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３．避難場所の住民への周知に関する事項 

従前、市は旧鵜住居生活改善センターを鵜住居地区の拠点避難所に指定していた。防

災センター完成後、市は防災センターを鵜住居地区の拠点避難所とした。他方、一次避

難場所について、市は「旧ＪＡ集配センター・鵜住神社境内・本行寺・常楽寺裏山」の

４ヶ所を指定しており、旧鵜住居生活改善センターも防災センターも一次避難場所では

なかった。 

市が住民に対し、鵜住居地区の一次避難場所及び拠点避難所を告知した時期及びその

手法は、以下のとおりである（避難場所・避難所等の呼称については p.13参照）。 

 

時期 手法 一次避難場所について 拠点避難所について 

H21.2.15 広報かまいし 津波避難場所が旧ＪＡ

集配センター他計４ヶ

所であるとの記載 

（記載なし） 

H21.9 うのとり 号外 旧ＪＡ集配センター他

計４ヶ所であるとの記

載 

鵜住居生活改善セン

ターであるとの記載 

H21.12 かまいし生活便利帳 旧ＪＡ集配センター他

計４ヶ所であるとの記

載（※） 

鵜住居地区防災セン

ター、鵜住居小学校体

育館、釜石東中学校体

育館であるとの記載 

H22.2.1 防災センター開所 

H22.2.1 広報かまいし （「鵜住居（「鵜住居地区防災センター完成」として、防災

センターの記事を掲載。施設概要として、「災害

時には、地域防災拠点施設となるほか、平常時

には自主防災組織の研修や学習、訓練などに利

用します」と記載。センター２階部分の説明に、

「避難室（ホール）」と記載） 

（資料 17～20参照 ※かまいし生活便利帳では、p.88～p.91に資料 25「釜石市津波浸

水予測図」が転載され、一次避難場所について「鵜住居町 ㊳旧ＪＡ集配センター 

㊴鵜住神社境内 ㊵本行寺 ㊶常楽寺裏山」との記載がある。） 

 

市が住民に対し、防災センターが拠点避難所である旨告知したのは、防災センター竣

工直前となる平成 21 年 12 月発行のかまいし生活便利帳である。その他には平成 22 年

２月１日の広報かまいしで、防災センターが地域防災拠点施設になる旨紹介された。し

かし、防災センターが一次避難場所ではない旨の告知はなかった。 

加えて、地域防災計画に示されている避難場所等の区分も、「津波避難場所」「拠点避

難所」「一次避難場所」「避難者収容施設」等が混在し、正確な理解が困難なものであっ
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た。 

住民への告知、特に防災センターが一次避難場所ではないという事実について、市職

員の１人は、平成 22年２月 29日のチリ地震発生のときに、防災センターに避難した住

民に対し、「防災センターは避難場所ではない」と指摘しているが、あくまで一個人が

一個人に対し指摘をしたにすぎず、住民への周知にはつなげていない。 

また、チリ地震発生時、防災センターに避難した住民がいたことを踏まえ、平成 22

年防災センター開所当時の生活応援センター所長が、庁内のメール連絡（資料 21参照）

で以下のような疑問を呈していた。 

 

○当時の生活応援センター所長のメールの引用 

「①鵜住居センターは浸水地区内にあり、本当に大きな津波が来れば逃げなければな

いこと。したがって津波避難所に指定されていないが、今回は２階を使って避難者を受

け容れたがこれで良いか？…」 

 

しかし、このメールは庁内で取り上げられることはなく、何ら運用の改定も行われな

かった。市としてはこの疑問を受けて、防災センターに一次避難場所としての機能を持

たせることにならないよう、住民に対し防災センターが一次避難場所ではない旨、津波

来襲時、防災センターに避難してはならない旨の告知を行う必要があったが、結局、告

知は行われず、告知を行うか否かについて庁内で検討すらされなかった。 

防災センターは避難訓練に利用され、平成 22年８月８日には 130名、平成 23年３月

３日には 101名もの多数の参加者が防災センターに避難した（p.28・４．防災センター

で実施された避難訓練に関する事項参照）。 

また、東日本大震災直前の地震発生（同年３月９日 三陸沖の地震）の際も、防災セ

ンターに避難した者がいた。 

しかし、このような事態を受けてもなお、市は住民に対し防災センターが一次避難場

所ではない旨の告知を行わなかった。 

 

（検討結果） 

①避難訓練に利用され、多数の住民が防災センターでの避難訓練に参加していた。 

②実際の地震発生の際、防災センターへ避難する者がいた。 

③そのような事態を受け、庁内で生活応援センター所長から疑問が示されていた。 

以上のことから、市は住民に対し、防災センターが一次避難場所ではないことを改め

て周知すべきであった。 

鵜住居地区の一次避難場所、拠点避難所の告知は、防災センター竣工直前に一度しか

行われておらず、防災センター竣工後は住民に対して避難場所の周知はされなかった。 
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４．防災センターで実施された避難訓練に関する事項 

市にて例年行われる避難訓練について、住民の参加率は高いものではなかった。住民

に避難行動を起こさせるためにも、避難訓練に参加させることが求められ、いつしか避

難訓練の参加率を上げること自体が求められるようになっていた。 

自主防災組織の役員らは、避難訓練参加率を上げるため工夫を重ねた。津波の避難場

所は屋外であり、避難訓練中の寒さについて苦情が出ることから、役員らは室内待機が

可能である防災センターで避難訓練を実施（Ｃブロック〔p.16・図 4-1 防災センター

周辺状況図参照〕は防災センターに避難）することを考え、実行した。 

具体的には、当時の上町内会会長が市防災課長に対し、防災センターを避難訓練の場

所として利用することを口頭で相談し、了解された。 

防災センターの使用許可申請は、鵜住居地区生活応援センター所長に提出された。防

災センターで避難訓練を実施することについて、庁内では協議すらなされなかった。 

防災センターにおける避難訓練時及び実際の地震時の避難実績は、以下のとおりであ

る。平成 23 年３月の避難訓練においては、鵜住神社、常楽寺での訓練参加者数を上回

るまでになった。 

 

H22.2.29 チリ地震発生        防災センターに 34人が避難する 

H22.5.23 市津波避難訓練       防災センターに 68人が訓練参加する 

H22.8. 8 自主防災会防災訓練    防災センターに 130人が訓練参加する 

H23.3. 3 市津波避難訓練       防災センターに 101人が訓練参加する 

H23.3. 9 三陸沖の地震発生     防災センターに４人が避難する 

 

これらの参加実績は市が集約しており、市は避難訓練の参加者数が増加していること

を把握していたものの、庁内で特段議論がなされることはなかった。チリ地震発生のと

きに、防災センターに避難した住民がいたことについて、平成 22 年防災センター開所

当時の生活応援センター所長は、防災センターが一次避難場所に指定されていないが、

避難者の受け入れをすべきか、庁内のメール連絡にて疑問を呈していたものの、庁内で

検討されなかった。 

当時の町内会役員の中には、防災センターでの訓練は「訓練のための訓練」であった、

現実の地震発生の際は、本来の避難場所である常楽寺等に避難することを想定していた

との説明をする者がいた。 

これまでの市の生存者への聞き取り調査結果によれば、本来の一次避難場所を正確に

認識していた者もいたが、防災センターが一次避難場所であると認識していた者や、防

災センターの完成によって一次避難場所が変更になったと認識していた者もいた。 

調査委員会での面談調査においても、防災センターが一次避難場所であると認識して

いた旨の証言が確認された。 
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（検討結果） 

本来の避難場所ではない防災センターにおいて避難訓練を実施したことで、あたかも

防災センターが避難場所であるかのような状況がつくり出された。そのような状況があ

ったにもかかわらず、市が住民に対し注意喚起することなく、避難訓練は本来の避難場

所で行うべく指導しなかったことが、実際の震災時に多くの住民を防災センターに避難

させることになった。 
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５．「３.１１当日」の住民行動、避難誘導、情報伝達に関する事項 

１）住民の行動 

地震発生後、上町内会 10 班班長のＡさん（男性）と９班班長のＢさん（同）は、地

域住民に「防災センターへの避難」を呼びかけて回った。また、住民が自主的にセンタ

ーに避難する様子も目撃されている。 

当初、住民が慌ただしく防災センターに向かった形跡はない。家族や付近の住民と連

れだって、歩いて避難している人が多かったようだ。 

Ｃさん（男性）は「午後３時前」に、防災センター前の駐車場で人だかりを見ている。

「続々と集まって来る状態で、幼稚園に子供を迎えに来た人もいた」と証言した。１階

から２階に上がる玄関や廊下や階段は、「人がひしめき合うような状態ではなかった」

と記憶する。 

津波襲来の直前まで、防災センターの前の公園のベンチなどに腰をかけている住民の

姿が目撃されている。「津波だ！」との叫び声に一気に緊張が高まり、防災センターに

飛び込んでいる。 

地震発生時、防災センターにいた市の職員は男女２人であったが、その後、釜石市内

の街中にある市民文化会館で研修を受けていた女性職員が自動車で戻っている。 

 

生存者らの証言で、避難者数に関する断片的な状況も浮かび上がった。しかし、居合

わせた場所や時間帯で状況が異なることから、数を特定することはできなかった。 

津波に追われる形で防災センターに飛び込んだＢさんは、１階のホールから階段付近

に「30人以上はいた」と証言した。 

Ｄさん（男性）は「午後３時頃」に防災センター２階の研修室に身を寄せた。津波が

押し寄せてからは、避難ホールから備蓄倉庫に逃れた。「研修室には 20 人はいた。（防

災センター全体では）200人じゃきかないぐらいいたと思う」との見方を示した。 

一方、市が生存者を対象に行った聞き取り調査で、Ｅさん（女性）は「午後３時５分

頃に防災センター前に 10～20人がいた。１階には 10数人。２階には 20～30人はいた」

と回答した。Ｆさん（女性）は「手を伸ばせば人に当たるぐらいで、100人以上はいた

と思う」と述べた。 

 

防災センターへ避難した理由については、「防災センターが津波の避難場所」と認識

していた人々が多数いた。 

10班のＡさんは調査委員会の面談調査で、「防災センターが避難場所と認識していた」

と回答した。Ｃさんは「防災センターができる前は常楽寺が津波の避難場所だったが、

完成後は防災センターが避難場所になったものと思っていた」と述べた。Ｄさんも「訓

練で使っており、防災センターが避難場所だと思っていた」と発言した。 

市の聞き取り調査に対し、生存者のＧさん（女性）とＨさん（同）は「防災センター

を避難場所と認識していた」と回答。Ｉさん（同）は「直前の避難訓練でも避難場所に

なっていたので避難した」と答えた。 
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９班のＢさんは調査委員会の面談調査で、「大津波が来そうなときは高台に逃げた方

がいいと思っていたが、当日は（他の人と一緒だったので）センターに向かった」と述

べた。 

市の聞き取り調査に対し、Ｅさんは「防災センターが（津波の一次）避難場所ではな

いことは知っていたが、（震災当日は）多数の人が避難していた」と回答。Ｆさんは「（鵜

住）神社が一次避難場所と知っていたが、防災センターは避難訓練で使っていたし、自

分の判断で避難した。みんながいれば安心という心理が働いた」との回答を寄せた。 

 

２）情報伝達 

調査委員会の面談調査の対象者で、「市の防災行政無線が聞こえた」と答えたのは釜

石市消防団第６分団本部部長のＪさん（男性）だけであった。防災センター１階の屯所

でポンプ車のエンジンをかけていた際に、「３ｍの津波警報」を告げる放送を聞いた。 

鵜住居の町を臨む高台から住民が撮影した映像に、「３ｍの津波警報」を告げる音声

が記録されていたことも確認された。 

生活応援センターの事務所内にある無線には、地震発生後、市からの指示等はなかっ

た。 

 

３）避難誘導 

９班と 10 班のメンバーが、避難訓練の手順に従って班の住民に「防災センターへの

避難」を呼びかけて回った。両班を含む４つの班は「Ｃブロック（p.16・図 4-1 防災

センター周辺状況図参照）」と呼ばれ、平成 22年２月１日に防災センターが開所した後

は、「避難訓練時の避難先」として防災センターを使用していた。 

非常招集で駆けつけた消防署員のＫさん（男性）は、「逃げろ」と叫びながら防災セ

ンター１階の消防署の出張所まで走った。日勤の５人のうち４人は地震発生後に救急車

で出動。残る日勤の１人とＫさんを含む非番の３人は、出張所事務室で救急無線の対応

等に追われた。調査委員会の問い合わせに、出張所の消防署員全員が「防災センター周

辺で住民の避難誘導等は行っていない」との回答を寄せた。 

釜石市消防団の第６分団本部部長のＪさんは、地震発生後に自宅に居合わせた娘と孫

に防災センターに避難するように指示。消防団の半纏を着て、防災センター１階の屯所

に駆けつけ、屯所周辺で住民と言葉を交わした。他の消防団員は水門を閉めに出動する

などして、防災センターの周辺にはいなかった。 

防災センター１階にある生活応援センターの職員に関しては、Ｄさんが「防災センタ

ー１階で２人の職員が『どうぞ、どうぞ』と中に誘導していた」と証言している。また、

市の聞き取り調査に対し、Ｈさんは「職員が『津波が来るから防災センターの中に入れ！』

と声を上げていた」と回答している。 

生存者のＬさん（女性）は市の聞き取り調査に対し、元町内会長が「水来たぞ！」と

叫びながらバイクで走っていたことを証言した。 
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遺族連絡会に対して、生存者や一部の遺族から「防災センター前で車の停止を命じら

れ、中に誘導されて被災した」との情報が寄せられた。調査委員会では確認のため、生

存者への聞き取り調査を求めたが、実現には至らなかった。 

 

（検討結果） 

①住民行動 

生存者の証言などを総合すると、震災当日は地域住民の多くが防災センターに避難し

た。理由としては、住民の多くが「防災センターが避難場所」と思っていたことが挙げ

られる。防災組織や消防団を含む町内会の幹部や役員の中にも、同じ認識を持つ人がい

た。 

市が指定した津波の一次避難場所を「知っていた」と回答した住民の中にも、防災セ

ンターに避難したケースが多くあった。「訓練で使っていたし、自己判断で逃げた」「多

くの人が防災センターに向かったので自分も行った」「みんながいれば安心という心理

があった」などの理由を挙げている。 

避難訓練で幾度も防災センターを使用する過程で、住民の間に「防災センターが避難

場所」という認識が広がり、それが相乗効果となって震災当日に多くの住民を防災セン

ターに向かわせる要因となったと解釈できる。 

 

②避難の呼びかけ 

震災当日、住民への避難の呼びかけは直接、間接に行われた。 

町内会の班長や元町内会長は防災センターへの避難を誘導した。消防団幹部の中には

家族に防災センターに避難するよう指示したケースもあった。 

生活応援センターの職員は避難者を受け入れたほか、津波が切迫する状況下で「津波

が来るから中に入れ」と声をかけた。 

地元で「防災センターの職員」と呼ばれていた市職員は、実際には「生活応援センタ

ー」の職員であった。生活応援センターの職員は、災害発生時には市が作成したマニュ

アルに基づき行動することになっており、マニュアルには「避難者の受け入れ」が記載

されていた（資料 22参照）。このため、当日も職員がこれを優先する形で行動した可能

性があるが、職員が亡くなっており確認はできなかった。 

市の防災担当者らからは「津波が迫っていたら、避難して来た人を追い返すことはで

きない」との声もあった。しかし、防災センターには地震発生からほどない早い時間帯

からも住民が避難しており、職員はそれを受け入れていた。 
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６．釜石市の津波防災対応に関する事項 

１）釜石市の津波危機管理体制に関する調査・検討 

当時、防災センターは防災課の所管であったが、合築という建物の構造上、内部的には

「消防署鵜住居出張所及び消防団第６分団第１部屯所」と「市役所の出張所（１階の事務

管理室、待合ホール等）」及び「公民館的利用部分（２階の研修室、避難室等）」とに分か

れており、しかも「１階の消防署及び屯所部分」と「１階の出張所部分及び２階の避難室

部分」とは、内部的に行き来できない構造になっていた（p.9・図 3-2 施設平面図参照）。 

このうち出張所と公民館の機能は、市役所の出先機関である鵜住居地区生活応援センタ

ーが所管し、防災センター全体を所管している防災課が生活応援センターに、「出張所の業

務を行う１階の事務管理室及び待合ホール等（p.9・図 3-2 施設平面図の赤色部分）」と「公

民館の業務を行う２階の避難室等（p.9・図 3-2 施設平面図の黄色部分）」とを貸出してい

るという形態がとられていた。 

生活応援センター所長は、そこで鵜住居公民館長を兼務し、避難室を含めた２階部分の

会場使用等の許可を日常業務としていたが、利用について公益性が認められれば使用許可

証を出すという程度の業務であって、利用の内容を具体的に確認するなどして地域住民の

防災活動の適否を直接監督・指導する立場にはなかった。生活応援センターの業務には、

災害時に職員の参集状況、センターへの避難者数、被災情報等を報告するなどの活動が

含まれてはいたが、主たる平常業務は防災センターの建物の運営・管理にあり、防災業

務は限られたものであった。それにもかかわらず、生活応援センター所長は、地域住民

にとって外形的に「防災センター所長」と同一視されていたようである。なお、「防災

センター所長」という職名はそもそも存在していない。 

防災センターの建物内で働いていた生活応援センターの市職員について見れば、生活

応援センター職員は防災センターの建物内で日常業務を遂行する立場にあったが、防災

業務を主として担当するものではなかった。防災センター開所時の生活応援センター所長

は、「センターの市職員が、センターが一次避難場所であるか否かを認識しているかは分か

らない」と証言している。他方、東日本大震災発生当時の生活応援センター所長は、「セン

ター職員が、防災センターが一次避難場所ではないことは認識していたはずだ」と証言す

るも、「実際に避難してきた者がいた場合に『他に避難せよ』というような誘導行動をとる

べき旨の周知徹底はなかった」と証言している。また、発災当時に市職員から「津波が来

るからセンター内に入れ」との声があったとする住民の証言が得られている。こうした状

況から、センター職員が一様に「防災センターは一次避難場所ではない」との認識を持っ

ていたかどうかは不明な部分がある。 

生活応援センター所長（開所時）は、本当に大きな津波が来た場合、別な場所に逃げ

るべきこと、すなわち防災センターが津波の一次避難場所（本来の避難場所）ではない

ことを認識しており、実際、平成 22 年２月 29 日のチリ地震津波で防災センターに 34

人の住民が避難した際に避難者を受け入れたことにつき、庁内のメール連絡において疑

問を呈したことがあるが（資料 21参照）、庁内の危機管理体制の見直しにはつながらな

かった。 
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市は、平成 24年３月 29日に行われた住民説明会において、津波避難区域内に立地さ

れていた鵜住居地区防災センターの市職員（実際は生活応援センターの職員）に対して

は、津波警報発表時に職員が初期段階の判断に迷うことなく行動できる活動マニュアル

を明示し指導すべきであったということを認めている。「災害時における生活応援セン

ターの活動体制（災害対策本部設置時）」（資料 22 参照）によれば、津波警報時にセン

ターの業務として「避難者の受け入れ（センター内）」が明記されている。防災センタ

ーの市職員は、震災当時は避難住民を本来の避難場所に誘導せず、マニュアルどおりに

防災センターに避難した住民を受け入れたといえる。このマニュアルは、鵜住居地区防

災センターに固有のものではなく、津波警報発令時「センターは一次避難所ではない」等

の記載はない。 

なお、防災課の職員の中にも当時センターが避難場所として利用されることについて

一部懸念があった。しかし、防災センターは災害時の拠点避難所（中・長期的収容施設）

であって、津波災害時の一次避難場所ではないという位置付けは、防災センターで働く

市職員及び関連市職員間で明確であったとはいえない。 

市では、防災課が主たる任務を担い、危機管理の専門家による職員研修、津波避難訓

練時に先立って避難場所に派遣される職員への防災マニュアルの研修（毎年実施）、生

活応援センター所長会議で災害におけるマニュアル対応の説明等を行ってきた。しかし、

防災センターについては、市職員が津波警報時の初期段階で適切な判断をすることがで

きる危機管理体制を構築することができなかった。 

 

（検討結果） 

市は、防災センターが津波の避難場所として利用されている実態を把握しながら、防

災センターが津波の一次避難場所ではないという性格につき、本庁他部局、出先機関の

市職員間で周知させる方策をとらず、危機管理体制を見直すことができなかった。市職

員への危機管理学習、避難場所への派遣の際の研修等も行われていたが、防災センター

の職員が津波警報時の初期段階で地域住民に対して適切な判断ができる危機管理体制

はとられていなかった。 

 

２）釜石市の住民への啓発、住民の地域防災活動に関する調査・検討 

市は、住民への啓発に関し、平成 16年度及び 17年度に町内会、漁協、消防団等を対

象に 21 回の津波ハザードマップ説明会を開催した。その後も防災講演会や学習会等を

増やし、20 年度及び 21 年度には 60 団体、約 2,500 人もの多くの住民を対象として実

施した。また、津波避難訓練も市の主催で毎年実施されていた。 

しかし、一見すると多数の住民が参加しているように見えるが、多くは団体や町内会

の役員等が中心で、一般の住民の参加は少なかった。こうしたことから鵜住居地区では、

自主防災組織の役員等は避難訓練等の参加率を上げることなどに取り組んできたが、全

体的な危機管理の上で必要な情報は伝わっていない実態にあった。 

広報活動の面においても、「一次避難場所」「市指定避難場所」「釜石市津波避難場所」
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「指定津波一次避難場所」等の用語の統一性を欠いたこともあって、防災センターが一

次避難場所ではないことは、地域住民はもとより、自治会の役員、消防団員にすら十分

に伝わっていなかった。 

さらに、平成 22年５月 23日の津波避難訓練では 68人、平成 23年３月３日の訓練で

は 101人が防災センターに参集していることに着目すれば、多くの住民は防災センター

が一次避難場所であると信じ込んでいたと思われる。市がこのような実態を数値として

集計していたのは事実であり（正確には避難場所への避難者数ではなく「その他」の欄

の人数として把握）、このような誤解を解くための積極的措置をとるべきであった。 

防災センターの建物は防災課の所管であっても、日常的にセンターを利用する業務は地

元の生活応援センターに任せていたため、避難訓練においてセンターの参集者数が危機管

理の上でどのような意味を持つのか全庁的に判断し得る体制がとられていなかった。ちな

みに、港町公園のように避難場所ではない危険な場所への参集者数も同様に避難訓練で

は把握していたが、特別な注意喚起はしていなかった。市が、仮に「避難訓練のみのた

めの避難場所」として条件的に容認していたとしても、そのような事情が住民に伝わっ

ていたとは言い難い。 

鵜住居地区は、これまで自主防災組織が中心となって住民主体の避難訓練が熱心に行

われていたところである。防災センターが開所してからは、近隣住民に高齢者や体の不

自由な方もおり、参加率を上げる目的に加え、遠い避難場所よりも近くて寒さをしのぐ

ことができるセンターで津波避難訓練やその他の防災訓練を行うようになった経緯がある。 

上町内会自主防災会作成「避難訓練」（Ｃブロックの取り組み）によれば、平成 23年

３月３日の津波避難訓練に際して自主防災組織で防災センターに避難すべき旨周知さ

れており（資料 23 参照）、３月 11 日の大震災においても同様に住民間でセンターへの

避難の呼びかけがあった。 

市は、こうした事情に照らせば、津波浸水予測図の適切な利用の仕方などを含めた指

導を自主防災組織に対してなすべきであった。 

 

（検討結果） 

市は、住民への啓発に関し、津波避難訓練、津波ハザードマップの説明会、防災講演

会や学習会等を実施してきたが、参加者の多くは団体や町内会の役員等が中心で一般の

住民の参加は少なかった。鵜住居地区も同様の状況にあって、自主防災組織の避難訓練

活動は、参加率を上げることが目的化し、危機管理のために必要な情報が伝えられてい

ない実態にあった。 

市は、住民が防災センターを「訓練のための避難場所」として利用することを容認し、

一次避難場所に関する情報を住民に対して十分に周知することができなかった。市は、

津波避難訓練における想定の適否、一次避難場所の住民への周知、防災センターが津波

の避難場所として利用される場合の危険性、津波浸水予測図の適切な理解、及び自主防

災組織への適切な指導を含め、鵜住居地区の状況に適合的な津波防災対策を講じること

ができなかったと判断し得る。  
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７．津波浸水予測図に関する事項 

１）津波浸水予測図の作成経緯及び岩手県の説明 

自分の住居は安全と過信して避難をしない住民に警告を発するため、平成９年に岩手

県と沿岸 14 市町村が共同で明治・昭和三陸地震津波、チリ地震津波の浸水実績及び避

難場所等を示した初めての「岩手県津波防災マップ」を公表し、避難対象地域の住民約

10 万世帯に配布した。釜石市民には「釜石市津波防災マップ」が配布された。浸水実

績は土地の古老や消防関係者への聞き取りで調査されたものである。 

その後、宮城県沖地震の発生確率が高いとの国の発表に対応して、平成 13 年に岩手

県は「岩手県津波避難対策検討委員会」を立ち上げ、平成 16 年５月に「津波避難計画

策定指針」を、平成 16年 12月にシミュレーションによる「岩手県津波浸水予測図」（資

料 24 参照）を作成した。浸水予測図は、明治及び昭和三陸地震津波、想定宮城県沖地

震を想定し、それぞれ津波防災施設が効果ありの場合、効果なしの場合と６通りのケー

スで、最も浸水域の広い場合を図示している。そして、県は沿岸市町村に対し、浸水予

測地域、避難対象地域、避難困難地域、避難場所・避難路の見直しや設定などに反映さ

せ、「市町村津波防災マップ」を作成し住民に周知すること及び町内会・自治会単位で

住民参加による「地域別津波避難計画」の作成を促し、実行動につながるよう指示した。 

平成 16 年 12 月 21 日には沿岸市町村防災担当課長会議を開催、その後、４回アンケ

ート調査を実施し、進捗状況をチェックした。また、県の担当者が沿岸市町村に説明に

出向き、釜石市では防災課に説明した。津波の規模に関しては、「津波避難計画策定指

針」の避難場所の安全性の確保の章に、「予想される津波よりも大きな津波が発生する

場合が考えられることから、更に避難できる場所が望ましい」との記載があり、その旨

の説明もしているとのことである。 

以上は、文書調査及び元岩手県総合防災室主査の面談調査によるものである。 

 

２）津波浸水予測図についての釜石市の理解と活用 

市は、平成 16 年秋頃、県とシミュレーションを行なった国際航業（株）の担当者か

ら、図に示しているのは防潮堤や河口部の河川堤防が機能しなかったという条件下での

浸水予測である旨の説明を受けたが、この条件は専門家以外には非常に分かりづらいも

のであった。 

平成９年の浸水実績図は地元住民等から聞き取りしたもので、当時としては信用して

よいものとされていたので、鵜住居地区のシミュレーションによる予測図の浸水域が狭

すぎるのではと感じた職員もいた。 

市では平成 20 年２月に、釜石湾・唐丹湾・両石湾・大槌湾の４分割での「釜石市津

波浸水予測図」（資料 25参照）を住民に配布した。ただし、浸水域に関しては一定の条

件下の推定であり、より大きな津波では浸水域も広がることなどを注意喚起する説明は

特になかった。 

平成 19 年７月 13 日の防災センター建設に関する鵜住居地区住民懇談会で、「予定地

は明治の津波で浸水しており、大丈夫か」との質問もあった。庁内でも標高は高くなく



 

第４章 調査委員会での調査・検討結果 

釜石市鵜住居地区防災センターにおける東日本大震災津波被災調査委員会 報告書  37 

危険なところという議論はあったが、浸水の可能性はあっても２階までは来ないだろう

という認識であった。浸水予測図で鵜住居小学校・釜石東中学校が外れていることに関

しておかしいのではないかとの疑問も出されたが、河川堤防があることによるものと説

明されており、技術的ノウハウがない市としては、県のハザードマップで予想されるも

の以上の対策はつくれなかった。今思えば予測図はひとつの目安であり、これに縛られ

るなということを行政が住民により周知すべきであったと考えているとのことであった。 

以上は、文書調査及び釜石市元防災課長並びに元防災危機管理課主査等の面談調査に

よるものである。 

一方、「２．防災センターの設置及び機能に関する事項」に記されているように、構

想の段階では津波防災の施設とすることも検討されたが、県の浸水予測図では浸水区域

外であるとして津波避難機能をもった建物は建設できなかった。 

結果的に、防災起債でセンターの建築がなされたが、屋上への非常階段や屋上の活用

（避難タワーとして）等の現実的な津波避難対応がない施設となった。 

津波浸水予測図の住民の受け止め方は多様であった。深刻に受け止めて避難訓練等を

先導した方もいたが、一方で市のマップは見たが記憶にないという方、市のマップを知

らないという方もいた。 

 

 
図 4-2 釜石市津波浸水予測図（大槌湾） 

（平成 20年２月 釜石市配布）  

★ 
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（検討結果） 

防災センターは明治三陸地震津波の浸水域にぎりぎり含まれるが、明治及び昭和の津

波、宮城県沖地震において、津波防災施設の効果がない場合での浸水予測区域から外れ

ていた。 

過去の津波で防災センター付近が大きな被害を受けたとの伝聞がないこととあいま

って、「２階までは波は来ないであろう」という思い込みが、一部の防災担当職員を除

く市職員、鵜住居地区住民にあった。 

そのため、住民はより大きな津波で浸水域が広がる可能性があることを認識せず、町

内会役員等は防災センターで津波避難訓練を行うこととした。市のマップを見ていない、

知らないという住民がいたことも事実である。 

市は、「防災」センターという名称ではあるが津波の避難場所ではないことを周知す

ること、津波避難訓練の避難場所とする町内会役員等の企画を正すこと、実際の津波避

難指示に際して避難した住民へ注意することなど、改めるべき指導の機を逸することに

なったと考えられる。 

津波浸水予測図は、あくまでも一定の条件下の想定である。避難場所や避難経路等、

防災対策の立案の目安となる重要な役割を担う半面、さらに大きな津波が来たらより高

く避難することが不可欠であることを同時に理解しなければならない「両刃の剣」であ

る。 

予測図を作成した県から市、そして住民へ、そのことが十分に伝わっていなかったも

のと考えられる。 
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８．気象庁の大津波警報の発表に関する事項 

気象庁は、気象庁マグニチュード 7.9 との推定に基づき、まだ揺れの続いている 14

時 49 分に大津波警報（予想される高さ宮城県沿岸６ｍ、同岩手県・福島県沿岸３ｍ）

を発表した。15時 14分には予想される高さを宮城県沿岸で 10ｍ、同岩手県・福島県沿

岸で６ｍと修正、さらに 15時 30分には岩手県から千葉県九十九里・外房までの広い範

囲で 10ｍ以上と再修正した（資料 26参照）。 

しかし、襲来した津波の高さは各地で 10ｍを大きく超え、岩手・宮城・福島の各県

沿岸部の集落が軒並み水没した。「東日本大震災津波詳細地図上巻」によると、根浜海

岸で 14.60ｍ、鵜住居地区の釜石東中学校付近で 11.46ｍ、同職業能力開発センターで

13.87ｍとされている。なお、鵜住居では 15 時 16 分頃、防潮堤を津波が越えるのが目

撃されている。 

過去の津波で防災センター付近が大きな被害を受けたとの伝聞がないことや、避難訓

練で避難していた実績によって、防災センターに避難した方もいる。一方で、当初の津

波高さの予想が３ｍであったことから、「防潮堤（高さ 6.4ｍ）があるから大丈夫」、あ

るいは「防災センターが２階まで水につかることはない」として避難した住民もいたこ

とが、被災者への聞き取り調査や遺族連絡会に寄せられた声にある。また、「津波の高

さが 10ｍといわれたら違った行動をしたかもしれない」との声もあった。 

気象庁が警報を修正した時点では停電によりテレビ等からの情報は防災関係者にも

住民にも届かず、防災行政無線も津波の巨大さを伝える役目を果たせなかったと推測さ

れる。スピーカーは予備電源のバッテリーが破損するまでは機能したと推定されるが、

市は高さが６ｍと変更された後は「高い津波」と数字を使わずに警告していた。 

気象庁が 10ｍ以上と再修正した津波予報を発表した 15 時 30 分には、鵜住居地区に

津波は既に到達し、防災行政無線も破損していた。 

 

（検討結果） 

「波高３ｍとの警報で大きな津波は来ない」と考えた住民がいる一方で、「防災行政

無線は聞いたが高さの記憶はない」「聞こえたかどうか定かではないが日頃の訓練のと

おりに防災センターに逃げた」との声がある。また、鵜住居地区防災センターに避難し

たと推定される 200 名以上の住民のうち、生存者は 30 名余と少なく（面談を希望しな

い方が多い）、高さ３ｍの大津波警報をどのように受け止めたかを統計的に判断するこ

とはできない。 

しかし、「高さ 10ｍ以上といわれれば対応は変わっていたであろう」とする声がある

ことから、気象庁の大きく外れた当初の大津波警報が、鵜住居地区防災センターで多数

の犠牲者を出すことになった要因のひとつであると推測される。 

 



 

第５章 抽出された問題点と総括 

釜石市鵜住居地区防災センターにおける東日本大震災津波被災調査委員会 報告書  40 

第５章 抽出された問題点と総括 

１．抽出された問題点 

１）避難者数の調査方法と避難者数に関する事項 

遺族連絡会と市が共同して行なった「防災センター周辺地域の被災者の中から個別の

事情により防災センターに避難していないと断定できる者のみを除き、防災センターに

避難した可能性のある者を含めて避難者数を推定する」という手法は、一定の合理性が

ある。これらの作業について、防災センター避難者についての情報を最も保有しやすい

と考えられる遺族連絡会と責任官庁である市が共同して調査したとの実態に照らせば、

遺族連絡会の「検証報告書」に記載の「避難者数 248名」という推計値は尊重すべきも

のである。なお、その後の精査で平成 26年１月 17日現在の避難者数は 241 名である。 

ただし、防災センター周辺地域以外の住民で遺体収容がなされていない人については

推計から外れてしまうことなど課題もあり、今後も調査を継続する必要がある。 

 

２）防災センターの設置及び機能に関する事項 

地域生活支援と消防・救急体制の充実が目的であったが、財政上、国の「地域防災拠

点整備モデル事業」の活用を検討した。しかし、行政庁舎との合築は不可、津波浸水予

測区域の外は対象外とのことで活用を断念し、最終的に防災起債を利用することとなり、

「防災」センターの名称で整備された。経費節減のため、避難階段等の津波避難対策の

施設は付加されなかった。位置に関して、市にも住民にも津波を心配する声があったが、

旧施設の場所でもあることや過去の津波で大きな被害を受けたとの伝聞がないこと、県

の浸水予測図でも浸水区域外に位置することなどにより、津波の一次避難場所にしなけ

れば建設に問題はないとされた。 

一般に、市の公共施設は災害時の避難施設と位置付けられており、鵜住居地区防災セ

ンターは洪水・土砂災害時の避難施設である。しかし、「防災」センターとの呼称は津

波の際の一次避難場所でもあるとの認識を生み、避難訓練時の使用など誤った運用によ

って多くの犠牲者を出す要因となった。 

また、過去の浸水域にある鵜住居地区防災センターは拠点避難所として特異点であっ

た。結果論であるが、経費削減を図るとしても、屋上避難機能や避難階段等が付加され

ていれば多くの命は救われたはずである。 

国の補助金の制約や市の財政事情によって設置の目的や機能が変遷することになっ

たことも、犠牲を出した遠因である。 

 

３）避難場所の住民への周知に関する事項 

広報紙等によって、鵜住居地区の津波の一次避難場所は「旧ＪＡ集配センター」「鵜

住神社境内」「本行寺」「常楽寺裏山」と広報されていたが、防災センターが一次避難場

所ではないとの周知がされていなかった。地域防災計画に示されている避難場所等の区

分も、「津波避難場所」「拠点避難所」「一次避難場所」「避難者収容施設」等が混在し、
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正確な理解は住民には困難であった。 

このような背景のもとに、自主防災組織や町内会から避難訓練の参加者を増やす目的

で「避難訓練のみのための避難場所」を防災センターとすることが提案され、市の了解

で訓練が実施された。津波浸水予測図が一定の条件下での目安であること、防災センタ

ーが津波の一次避難場所ではないこと、本番と異なる避難訓練は弊害となる（訓練でで

きないことは、本番では絶対できないことは危機管理の原則）ことなどを総合すると、

市は危機管理の認識を欠いていたと言わざるを得ず、このことが多くの犠牲者を出す要

因となった。 

 

４）防災センターで実施された避難訓練に関する事項 

平成 22 年２月 29 日のチリ地震津波で 34 名、同年５月 23 日市主催の訓練で 68 名、

同年８月８日自主防災組織による地震訓練で 130 名が、さらに震災の直前の平成 23 年

３月３日津波避難訓練では、常楽寺・鵜住神社を上回る 101名が防災センターに避難し

た。こうした訓練の過程で、防災センターに避難した住民の多くは、防災センターが津

波の避難場所であると思い込んでいた。 

わずか１年前、チリ地震津波の避難指示という本番で、実質的に防災センターが津波

の一次避難場所として機能していたにもかかわらず市が注意喚起をし、以降の避難訓練

は本来の避難場所で行うべく指導を行わなかったことが、多くの犠牲者を出す要因とな

った。 

 

５）「３.１１当日」の住民行動、避難誘導、情報伝達に関する事項 

町内会役員らが防災センターへの避難を呼びかけ、消防団幹部が家族を防災センター

に避難するよう指示し、生活応援センターの職員も避難者を受け入れて中に入るよう声

をかけていることなど、直接的、間接的に避難誘導が行われていた。 

生活応援センターのマニュアルに「避難者受け入れ」が記載されており、生活応援セ

ンターの職員はこれを優先して行動した可能性があるが、２名の職員が亡くなっており、

確認はできない。いずれにしても市が職員に対して津波発生時の対応を適切に周知して

おけば、早期に避難してきた人を正しい避難場所に誘導できたはずである。 

市が防災センターに係わる職員及び町内会・消防団等の住民に対して津波発生時の適

切な対応を周知していなかったことが防災センターへの避難誘導に結びつき、多くの犠

牲者を出す要因となった。 

なお、大津波警報・避難勧告は地震発生直後から防災行政無線で伝達されていた。個々

のスピーカーは予備電源のバッテリーが地震あるいは津波で損傷するまでは機能して

いたと推定される。ただし、津波の高さが 10ｍ以上と訂正されたのは津波の到来後で、

津波を過小評価して防災センターに避難したと推定される住民もいる。 
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６）釜石市の津波防災対応に関する事項 

地方自治体の最大の業務は、住民の安全を確保し、生命を守ることであり、三陸沿岸

での最大の課題は津波対策である。市では防災課が防災の主たる任務を担い、危機管理

の専門家による職員研修、毎年行う津波避難訓練に先立って避難場所に派遣される職員

への防災マニュアルの研修、生活応援センター所長会議での説明等を行なってきた。 

防災センターは拠点避難所に指定され、生活応援センターの職員は津波を含む災害時

にはセンターに参集し、避難者受け入れを業務の一つとしていた。 

市民の啓発に関しては、町内会、漁協、消防団等を対象に津波ハザードマップの説明

会を開催し、一般市民を対象とした防災講演会や学習会等も数多く行なってきた。また、

津波避難訓練も市の主催で毎年実施されていた。 

しかし、市は、防災センターを「避難訓練のみのための避難場所」として容認し、危

機管理体制の見直しを行わなかった。また、防災センターの職員が警報時の初期段階で

適切な判断と行動ができる運営体制の構築には至らなかった。 

市民への啓発も、一見、多数の住民が参加しているように見えるが、多くは団体や町

内会の役員等が中心で一般の住民の参加は少なかった。鵜住居地区も同様で、中心とな

る役員は参加者数の増加のみを重視した避難訓練を先導するなど、危機管理のあり方に

関する情報が伝えられていない実態にあった。避難場所についての市の広報も、市民に

十分周知の役を果たしていたとはいえない。 

市職員及び市民のいずれにも危機管理の知識と認識が十分に醸成されていなかった

ことが、多くの犠牲者を出した要因である。 

 

７）津波浸水予測図に関する事項 

防災センター付近は、県が作成した「津波浸水予測図」では、津波防災施設が機能し

ないという条件下でも浸水域から外れている。シミュレーションはある一定の条件下で

の目安であり、防災対策上不可欠なものであるが、より大きな津波も襲来し得ることを

念頭に置くことが重要である。岩手県からその旨の説明は市の防災担当者に伝えられ、

地域住民への説明も行われているが、十分な理解は得られていなかった。 

本施設が浸水域に入っていないことが、「防災」センターとの名称で建設されながら

避難用の設備を付加しなかったことや、津波の避難場所として訓練が行われたことの根

拠の一つであることからして、津波浸水予測図の活用の仕方を十分に理解できていなか

ったことが多くの犠牲を出すことになった要因のひとつである。 

 

８）気象庁の大津波警報の発表に関する事項 

防災センターで被災しながら生存した者は少なく、高さ３ｍの津波警報が避難行動に

どう関わったかを統計的に判断することはできなかった。しかし、「高さ３ｍであれば

ここまでこない」「高さ 10ｍ以上といわれれば対応は変わっていたであろう」という声

が少なからずある。気象庁の大きく外れた地震直後の津波警報は、防災センターで多く

の犠牲者を出す要因の一つであると推測される。 

200名以上の犠牲という生命の重みを踏まえ、問題点の一つに特記する。 
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２．総括と今後の課題 

東日本大震災の際に「防災センター」で多数の犠牲者を出した本件について、調査委

員会は、事態を回避することは可能であったと総括する。行政の適切な対応で、生命を

救う機会は多くあった。住民の生命を守るのは行政の責任であることからすると、市の

行政責任は重い。 

昭和８年の三陸地震津波以降、昭和 35 年のチリ地震津波を経験しながら、様々な津

波防災対策が行われてきたが、東日本大震災による犠牲者は決して少なくはなかった。

特に鵜住居地区防災センターの事例は、これまでの津波防災対策が十分に機能してはい

なかった問題点を浮き彫りにした。 

抽出された 7つの要因から、鵜住居地区では当初の生活応援センターと消防署出張所

や消防団屯所との合築計画であったものが、結果的に「防災センター」として建設され

たこと、津波の一次避難場所ではないにもかかわらず訓練に使用し、市・住民双方が誤

りを正す機会を逸したことなど市の行政責任に帰する事項のほか、津波浸水予測図が内

包する問題点や気象庁の高さ３ｍの大津波警報が要因の一つであることを指摘した。 

鵜住居地区防災センター同様の犠牲が繰り返されないためには、抽出された要因が再び

生ずる余地をなくすることが直接的な対応として求められる。すなわち、浸水の可能性が

ある地区へ機能の分かりにくい防災施設を建設しない、一次避難場所や拠点避難所など施

設の役割の見直しや周知、訓練のための訓練を絶対に行わない、津波発生時の避難・誘導

のあり方の周知等が挙げられる。 

一方、今回犠牲を防ぐはずの対応がいずれも機能しなかった現実を鑑みると、市職員の

危機管理意識の向上、組織としての危機管理体制の強化、防災施設の見直し、住民の意

識啓発などといった根源的な課題が浮かび上がる。市と住民の連携のもとで、「従来とは

異なる発想」で取り組みを進めることが必要である。 
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お わ り に 

鵜住居地区防災センターでは、200名を越える多くの住民が津波の犠牲になったと推

測される。釜石市はもとより、東日本大震災の被災箇所の中でも最大級の犠牲者が集中

した悲惨な事例である。 

調査委員会では、平成 25 年４月９日に設立準備会を立ち上げ、３回の検討委員会と

11 回の面談調査・協議で、岩手県や釜石市の 200 件以上の公文書の調査や、市職員・

住民など 20名以上の方々への聞き取り調査を行なった。そして、平成 25年８月２日に、

「事態は回避可能であった、市の行政責任は重い」との中間報告書を野田武則市長に提

出した。 

その後、調査委員会では指摘事項の精査を改めて行うと共に、従来とは発想を異にす

る具体的な防災対策について意見交換を行い、本報告を平成 26年３月に取りまとめ、野

田武則市長に提出することになった。 

鵜住居地区防災センターでの大きな犠牲の要因は、避難施設が被災した東日本大震災

の被災地の多くが内包する課題でもある。さらに、発生が危惧される南海トラフの地震

による津波想定地域の防災対策においても留意すべき課題である。鵜住居の犠牲者の死

を無にしないためにも、本報告書が他地域での津波防災を進める上で、一助として活用

されれば幸いである。 

最後に、辛い思い出にもかかわらず、当時の状況を克明に証言していただいた遺族連

絡会をはじめとする住民の方々に心から御礼申し上げると共に、一日も早い地域の復活

を祈念申し上げる次第である。 

  



 

 

 



 
防災対策の提案 

防災対策の提案-1 

本調査委員会では鵜住居地区防災センターで多くの津波犠牲者を出した要因につい

ての分析に基づき、防災対策に関して具体的な検討を行なってきたが、「従来とは異な

る発想」での防災対策をより具体的な形で提示するため、地域防災学を専門とする齋藤

委員長の提言を別掲することとした。 

 

 

防災対策の提案 

委員長 齋藤徳美 

 

1．これまでの防災対策とその効果 

昭和８年の昭和三陸地震津波以降、釜石市は国や県と共にハード・ソフト様々な津波

対策に取り組んできた。その主なものを以下に掲げるが、まさに多種多様である。考え

得る津波防災対策は過去にほとんど試みられてきたと言っても過言ではなく、三陸沿岸

は全国で最も進んだエリアであった。 

 

【ハード対策】 

・湾口防波堤、防潮堤、河川堤防、水門等、津波の浸入を防ぐあるいは弱める施設建設 

・避難道路、避難場所、避難施設の整備、避難ビルの指定 

・潮位計等、監視体制の強化 

・防災行政無線、個別受信機の整備等、情報伝達施設の整備 

 

【ソフト対策】 

・行政の危機管理体制の強化、広域応援協定の締結 

・過去の浸水実績図や浸水予測図の作成、地域防災計画の策定 

・自主防災組織の立ち上げ、災害弱者支援体制の強化 

・津波防災への認識の醸成（シンポジウムや勉強会の開催、紙芝居やカルタの活用、記

念誌の発行、啓発用パンフレットやビデオの作成、住民説明会の開催等） 

・避難訓練の実施 

・学校における防災教育の充実 

 

しかし、東日本大震災における釜石市での犠牲者（死者及び行方不明者）は千名を越

え、その後の避難生活の中で亡くなった、いわゆる地震関連死の犠牲者も多い。すなわ

ち、従来の津波防災対策は実質的な効果を十分に上げることができなかった。 

従来からの防災対策が効果を発揮してこなかった以上、総括で述べたように、市と住

民が連携して「従来とは異なる発想」での「具体的な取り組み」が必要になる。 

特に、本調査委員会が対象とした鵜住居地区防災センターでは 200名を越える犠牲者

が出たと推測され、その要因として抽出された事項は７項目にわたる。その中で浮き彫



 
防災対策の提案 

防災対策の提案-2 

りになったのは、行政及び住民に津波災害への危機意識が浸透していなかったことであ

る。 

三陸沿岸に居住する者として、津波災害は宿命といえる。遡上高 30ｍ程度の大津波

災害は、明治・昭和・平成と年号を改めるごとに襲い、110年間で３度である。いつの

日かは不確かなものの、いずれまた三陸沿岸を大津波が襲うことは確実なのである。 

住民の生命を守ることは自治体の最も重要な責務であることからして、津波の常襲地

帯である釜石市において、行政としての津波防災対策の見直しが緊急の課題であること

は言うまでもない。釜石市では、このたびの震災直後から危機管理体制の再構築に着手

し、危機管理体制の強化、情報受発信機能の強化、避難関連施設の整備と充実、津波防

災活動の確認と強化、公共施設の安全確保等の作業を行なっている。本提言にこだわら

ず、行政の立場での対応は大いに進展させてほしいと期待する。 

一方で、ハード・ソフト対策が充実されても、住民が自らの命を自らが守る認識を持

たなければ減災には結びつかない。行政が適切な情報を発信しても、適切な避難行動が

なければ無意味である。住民は命を守る主体は地域住民であることを再認識し、自助・

共助・公助のあり方を理解する必要がある。明治三陸地震・昭和三陸地震とは比較にな

らない大きな長い揺れは、逃げろとの巨大な号砲であった。鵜住居地区の場合のように

避難行動はとったものの、適切ではない避難場所へ避難することになった結果は、住民

に正しい認識が培われていなかったことに起因する。 

多くの犠牲を出したことは、要約すれば津波の一次避難場所ではない施設に誤解を招

く名称を付け、訓練で使用されたことで引き起こされたものである。市と市民が連携し、

再びそのような事態を起こさないための取り組みが進められなければならない。 

 

 

２．具体的な対策の提言 

以下に、具体的な対策の事例を提示する。対策はこれらに限られたものではなく、検

討及び試行の過程で市と住民の防災に対する認識が深まり、さらに有効な対策に発展す

ることが望ましい。 

 

１）住民避難に特化した避難訓練の実施 

限られた時間内に、正しい経路と手法により、正しい避難場所に避難を確実に行うた

めの方策として、住民避難に特化した避難訓練の実施を提案する。市が主催する従来の

避難訓練は、防災関係機関が計画されたプログラムに従って救援活動を行う官製の色彩

が強かった。参加し避難する住民もいたが、その割合は対象者のごくわずかにとどまっ

ていた。命を守る基本は避難であるとの原点に立ち返って、住民避難の訓練を定期的に

実施する。浸水の可能性のある地域の限定はできないが、今回の津波は過去最大規模と

いうことを鑑み、対象は東日本大震災での浸水域世帯・企業・官庁などすべてとする。

例えば、３月 11 日 14 時 46 分、対象地域内のすべての人がそれぞれの避難場所に向か

って避難行動をする訓練を実施する。 
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防災対策の提案-3 

釜石市に居住する人は自らの命を自ら守る責務を持つとの視点に立てば、避難は居住

者の義務であり、必要なら市が同日を津波記念日と位置付け、条例で避難の参加を義務

付ける。筋違いと批判を承知で提案させていただくなら、参加を促すために報奨として、

例えば地域振興券のようなものを避難場所で配布することも検討する意義がある。生命

を守るために効果のある劇薬はまた良薬となり得る。市内の商店街で使用可とすると、

訓練参加者にのみ恩恵をもたらすという不公平感も、地域振興策のひとつとして理解さ

れるかもしれない。 

いずれにしても、誰しもが避難場所への避難行動を実践することにより、本番での避

難を体で理解できるようになる。訓練で繰り返し行なったことは、本番でも実行可能と

なり得るのである。また、その実践の過程で避難手段・避難路・避難場所等の問題点や

自主防災組織の役割も浮き彫りにされ、津波に対する認識も否応なしに深まることにな

る。これまでの住民説明会やシンポジウムで生きなかった住民への啓発の実を挙げる手

段としても大いに有効である。もちろん、警報発令時には避難の支援を第一義に、災害

の救援を目的とする防災関係機関の訓練はこれまで以上に実践的に行うべきである。 

避難対象地域の全員を対象に実施するのは現実的ではないとの反論も当然あろう。し

かし、繰り返すが、従来の対策では犠牲を防げなかったのが実態である。「発想の異な

る」具体的な対策として一考され、市長には施策として議会にも訴え検討していただけ

ないものかと期待する。 

全市をあげての釜石市の避難対象市民総参加の避難訓練は、実行されれば南海トラフ

での巨大地震による津波災害が現実味を帯びてきている中で、先進的な防災都市として

釜石の名を全国に知らしめ範を垂れることにもなろう。 

ちなみに、内閣府が対策も支援の方向性も打ち出さないまま、最悪“高さ”34.4ｍの

津波が数分で襲来するとの想定を発表した高知県黒潮町では、行政と住民がめげる、あ

きらめることなく最善を尽くそうと避難計画の策定と訓練に取り組んでいると聞く。地

震発生後、津波の襲来まで通常は約 30 分の時間がある三陸沿岸での避難は、南海トラ

フの巨大地震による津波と比較すると、条件ははるかに恵まれているのである。 

なお、岩手県内で６千名近い犠牲者の中には、要支援者及びその救護に関わった方々

も多いと聞く。自主防災組織の育成や地域コミュニティの構築など、容易ではない課題

があることは言うまでもない。 

 

２）権限ある危機管理部局体制の構築 

防潮堤の建設から学校における防災教育など、津波防災は行政のあらゆる部門に関係

しているにもかかわらず、事業はそれぞれ縦割りの垣根の中で施行され、防災危機管理

課は防災のまさに実務を担当するにすぎず、全市的な視点でハード・ソフト対策を戦略

的に推進する体制にないことが、大きな被災を繰り返している要因にあると考えられる。

市職員の聞き取り調査の中でも、「担当が違う」「他の課の仕事」といった声が聞かれた。 

住民の命を守るのが行政の最大の役割との観点に立てば、全市的な視点で各部局の安

全に関わる施策を統括していく権限ある上位部局が必要である。副市長をトップに、危
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機管理監を実務責任者に、独立した「安全管理局」といった組織体制と、経験によって

育まれる防災の特質を考慮した「専門性」と「継続性」を重視した人事体制を大胆に構

築すべきである。 

 

３）行政担当者の防災意識の向上 

読み書きそろばんよりも前に、命を守る知恵が人間には必要である。釜石市の小中学

生約 2,900名のうち犠牲者は５名にとどまり、防災教育の役割がいかに重要かが示され

た。住民の命を守る役割を担う市役所の職員は、津波防災への一定の知識を共有し、災

害時には率先して安全確保に行動する責務がある。さらに、防災担当の職員はより専門

的な危機管理能力を身に付けていなければ職務を遂行し得ない。 

これまでも、職員の研修などは行われていたとされるが、本委員会の調査で明らかに

なったように、上記のいずれもが欠けていた。学者による学術的なセミナーでは効果が

上がらなかった現実もある。ではどのような対応を行うべきか、検討していただきたい

具体的な事例を掲げる。 

 

①市職員は全員防災士の資格を取得 

津波も含めた自然災害に対する危機管理を系統的に学べる場はほとんどないが、防災

士は国家認定資格ではないものの、特定非営利活動法人日本防災士機構が研修、試験に

より認定する称号である。研修の内容は、いのちを自分で守る（自助）、地域で活動す

る（共助・協働）、災害発生のしくみを学ぶ（科学）、災害に関わる情報を知る（情報）、

新たな減災や危機管理の手法を身につける（予防・復興）など、自然災害と危機管理の

ほとんどの分野を網羅している。通常２日間の研修で全体を学ぶ。 

高萩市では、市長の判断で課長以上の職員全員に研修を課し防災士の資格を取得させ

ている。岩手県では宮古市が「一町内会一防災士」を目指して、一般市民をも含めて資

格取得を推奨し研修を主催している。また、介護老人施設等の民間事業者でも幹部職員

に資格取得を義務付けているところが出始めている。被災地域では復興予算の中で職員

研修が認められており、釜石市でも活用により職員の危機管理意識の向上が期待される。

さらに、継続的に新入職員への研修を行うことも望まれる。 

 

②防災担当職員は実践的危機管理講座を受講 

地元岩手大学では、東日本大震災を契機に地域防災研究センターを全学所属の研究セ

ンターとして充実を図り、東日本大震災時の岩手県災害対策本部で津波災害対応を取り

仕切った越野修三防災危機管理監を専任教授として招請、平成 25 年度から自治体職員

や民間企業の危機管理担当者等を対象とした危機管理講座の開催を始めた。講座の内容

は、危機対応の組織、災害対策本部の活動、危機におけるリーダーと参謀の役割、自衛

隊と行政の連携、訓練のマネジメントといった具体的講義、さらにクロスロードゲーム、

マップマヌーバー、イメージトレーニング、ロールプレイング方式図上訓練（注）など

の実習で、現場で役立つ危機管理手法を習得した人材の育成を目的としたものである。 
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平時から津波防災の牽引役でもあり、被災時には救援・復興など決断する立場になる

防災危機管理課の職員などは、市の研修として毎年受講させ、新たな防災対応を学び実

践力を培うようにすべきである。 

 

４）モニュメントの建設 

ヒトは過酷な出来事の記憶を忘れ平穏な日常を生きようとする天賦の才覚を有する。

防災センターの建物が撤去され街並みが復活すると、記憶は確実に風化する。今、大津

波が発生すると、住民は迷わず高台に避難する。しかし、次の襲来まで何十年かの時間

が経過すると、今回の津波の体験者も減り、鵜住居地区防災センターでの多くの犠牲の

記憶も薄れているであろう。再び大きな犠牲を払うことになる可能性は高い。 

センターの２階天井までも津波が襲ったことを確実に伝えるには、遺構として建物を

残すことが最も有効であったが、思い出したくないとの遺族の感情は尊重されなければ

ならず、解体に至った経緯は理解できる。 

そこで、建物が撤去された跡地には、犠牲者の慰霊碑と共に、この高さまで津波が襲

来したということを如実に表す記念物を建立しなければならない。そして、多くの住民

が参加する慰霊行事（長い間には地域に根付いたお祭り的な要素も含めて）が定着すれ

ば、鵜住居地区の住民が津波に関する正しい認識を持ち続けるのに有効であろう。でき

れば、この場所が地域の人たちのコミュニティの中心となり、地域の災害文化の醸成に

発展することを期待したいものである。 

 

５）関係機関の連携体制の充実 

突然に発生する津波災害とは異なるものの、1998 年の岩手山噴火危機対応に際して

は、研究者・防災行政機関・報道機関・住民が互いに連携して頂点の「地域の安全を守

る」という「減災の四角錐」体制が減災に大きな力を発揮した。この連携を主導した産

学官の連携組織である岩手ネットワークシステム（ＩＮＳ）のあり方は「岩手方式」と

称され、火山防災の先進的かつ有効なモデルとされており、岩手が実践した減災対応の

財産ともいえる。噴火が切迫していない現状でも、火山情報の共有や関係者相互の信頼

感の醸成のための顔の見える会合が継続されている（「1998年岩手山噴火危機対応の記

録」第３部―ウェブで公開―に詳細記載）。 

次の災害まではいわば平穏な期間が続き、いつか突然に発生するであろう津波災害で

は、関係機関の密な連携を緊張して持ち続けることは難しいかもしれない。それぞれの

機関が個別に対策を進めることになるとしても、国、自治体、企業、報道機関、住民等

からなる「津波防災協議会」といったネットワークを立ち上げ、せめて年に１度は情報

の共有を図ることとしたい。 

それと共に、津波に関する科学的知見を持ち、地域住民の命を守ることに使命感を抱

く防災に関する研究者が地元には不可欠である。中央から研究上の必要性で来訪するの

ではなく、岩手を住処として長期間にわたり地元にへばりつき、地域と共に汗するいわ

ば「土着の侍」である。このような研究者がいれば、行政の防災関係者と密に協議し、
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協議会的なものの運営にも接着剤の役割を果たすことになる。 

幸い、国際的な先端研究よりも、住民の命を守ることに主眼を置いた「岩手大学地域

防災研究センター」が立ち上げられている。土着の侍として、地域の安全を守ることを

使命とする意欲的な若手教員を、大学・行政が連携して育成することを望みたい。 

 

（注）  

クロスロードゲーム      ： 状況判断ゲーム。防災意識・判断能力をゲーム感覚で高め

るもの。 

マップマヌーバー       ： 図上シミュレーション訓練。各人の動きを時系列に従って

シミュレートし、各人の行動を確認すると共に、全体の動

きをイメージするもの。 

イメージトレーニング     ： 状況予測型訓練。イメージ力の向上や防災上の課題を把握

するために行うもの。 

ロールプレイング方式図上訓練 ： 役割演技法訓練。実際の災害時に近い場面を設定し、演習

参加者は災害対策本部の構成員として、様々な方法で付与

される災害状況を収集・分析・判断すると共に対策方針の

検討を行うなど、災害対処活動を図上で行う訓練方式。 
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